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1. 概要

本資料は，「実用発電用原子炉の設置，運転等に関する規則」第 82 条第 1項に基づき実

施した高経年化技術評価のうち，低サイクル疲労の評価結果について，補足説明するもの

である。 

低サイクル疲労とは，プラントの起動・停止時等に受ける温度・圧力変化によって機器

に発生する応力が供用期間中に繰り返された場合に，疲労割れの発生に至る可能性がある

劣化事象である。

このような温度・圧力変化の影響について，これまでの運転実績を考慮し，評価対象期

間（運転開始後 60 年）における疲労割れの発生有無の観点から評価を実施した。 

2. 基本方針

設計時の疲労評価点と運転経験を考慮して定めた評価点に対して，低サイクル疲労の発

生または進展に係る健全性評価を行い，「実用発電用原子炉施設における高経年化対策審査

ガイド」および「実用発電用原子炉施設における高経年化対策実施ガイド」の記載事項（以

下，「審査ガイド等要求事項」という。）を踏まえ，高経年化技術評価を実施する。 

低サイクル疲労を評価するにあたっての審査ガイド等記載事項を表 1に整理する。 

表 1（1/2） 低サイクル疲労についての審査ガイド等要求事項 

ｶﾞｲﾄﾞ 記載事項 

実用発電用原子炉施設

における高経年化対策

審査ｶﾞｲﾄﾞ 

（1）高経年化技術評価の審査

⑫健全性の評価

実施ｶﾞｲﾄﾞ 3.1⑤に規定する期間の満了日までの期間につい

て，高経年化対策上着目すべき経年劣化事象の発生又は進展

に係る健全性を評価していることを審査する。

⑬現状保全の評価

健全性評価結果から現状の保全策の妥当性が評価されている

ことを審査する。

⑭追加保全策の抽出

現状保全の評価結果から，現状保全に追加する必要のある新

たな保全策が抽出されていることを審査する。

（2）長期施設管理方針の審査

①長期施設管理方針の策定

すべての追加保全策について長期施設管理方針として策定さ

れているかを審査する。
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表 1（2/2） 低サイクル疲労についての審査ガイド等記載事項 

ｶﾞｲﾄﾞ 要求事項 

実用発電用原子炉施設

における高経年化対策

実施ｶﾞｲﾄﾞ 

3.1 高経年化技術評価の実施及び見直し 

⑤抽出された高経年化対策上着目すべき経年劣化事象について，

以下に規定する期間の満了日までの期間について機器・構造物

の健全性評価を行うとともに，必要に応じ現状の施設管理に追

加すべき保全策（以下「追加保全策」という。）を抽出すること。 

ｲ 実用炉規則第 82 条第 1 項の規定に基づく高経年化技術評価

ﾌﾟﾗﾝﾄの運転を開始した日から 60 年間

3.2 長期施設管理方針の策定及び変更 

長期施設管理方針の策定及び変更に当たっては，以下の要求事

項を満たすこと。 

①高経年化技術評価の結果抽出された全ての追加保全策（発電用

原子炉の運転を断続的に行うことを前提として抽出されたもの

及び冷温停止状態が維持されることを前提として抽出されたも

のの全て。）について，発電用原子炉ごとに，施設管理の項目及

び当該項目ごとの実施時期を規定した長期施設管理方針を策定

すること。

なお，高経年化技術評価の結果抽出された追加保全策について，

発電用原子炉の運転を断続的に行うことを前提とした評価から

抽出されたものと冷温停止状態が維持されることを前提とした

評価から抽出されたものの間で，その対象の経年劣化事象及び

機器・構造物の部位が重複するものについては，双方の追加保

全策を踏まえた保守的な長期施設管理方針を策定すること。
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3. 評価対象と評価手法

（1）評価対象

 低サイクル疲労は，様々な機器に発生する経年劣化事象であるが，重要機器の主要部位

に対しては，設計規格等に従い，供用期間を想定した評価を行うものである。設計時の疲

労評価点と運転経験を考慮して定めた評価点に対して，評価対象期間を設定して疲労評価

を実施する必要があることから，高経年化技術評価では，評価対象となる原子炉冷却材圧

力バウンダリに属する機器および炉内構造物を，ポンプ，配管，弁，容器および炉内構造

物に区分し， も評価が厳しいと想定される機器をグループ内代表として選定する。 

評価対象機器およびグループ内代表は以下の条件に該当する機器を抽出する。 

a. 低サイクル疲労に係る評価対象機器

プラントの起動・停止時等に温度・圧力の変化の影響を受ける機器を評価対象として

抽出した。 

 原子炉圧力容器において，疲労評価を実施する対象部位は，建設時工認における評価

対象部位のうち，スタッドボルトの締付による影響を受ける主フランジおよびスタッド

ボルト，原子炉圧力容器の荷重を支持する下鏡，支持スカート，建設時工認を参考に評

価が厳しくなると推定される部位として，給水ノズルを対象とした。 

また，原子炉圧力容器以外で疲労評価を実施する対象機器・部位は，建設時工認の疲

労評価対象のうち，ドライウェルとサプレッションチェンバの相対変位により疲労が想

定される原子炉格納容器のベント管ベローズ，炉心シュラウドの荷重を受ける炉心シュ

ラウドおよびシュラウドサポート，運転状態から評価が厳しいと想定される機器・部位

として，ポンプ，配管，弁，機械ペネトレーションを対象とした。 

 選定理由の詳細を表 2に，代表的な機器として，原子炉圧力容器および炉心シュラウ

ドの評価対象部位を図 1に示す。 

また，選定の参考とした建設時工認における原子炉圧力容器の疲労評価結果を別紙 1

に示す。 
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表 2 疲労評価対象機器・部位の選定理由 

対象機器・部位 選定理由 

原
子
炉
圧
力
容
器

主ﾌﾗﾝｼﾞ 
建設時工認の評価対象部位であり，熱過渡に加えｽﾀｯﾄﾞﾎﾞﾙﾄの締付に

よる影響を受ける部位であるため 

ｽﾀｯﾄﾞﾎﾞﾙﾄ
建設時工認の評価対象部位であり，熱過渡に加えｽﾀｯﾄﾞﾎﾞﾙﾄの締付に

よる影響を受ける部位であるため 

給水ﾉｽﾞﾙ 

建設時工認の評価対象部位であり，温度変化が大きく比較的大きな熱

応力が発生し，かつ，別紙 1に示すとおり，各ﾉｽﾞﾙの中で建設時工認

の疲れ累積係数が 大となる部位であるため 

下鏡 

建設時工認の評価対象部位であり，別紙 1 に示すとおり，ｽﾀｯﾄﾞﾎﾞﾙﾄ

およびﾉｽﾞﾙを除く原子炉圧力容器構成機器のうち，建設時工認の疲れ

累積係数が 大となる。また，原子炉圧力容器の荷重を受ける部位で

あるため 

支持ｽｶｰﾄ 
建設時工認の評価対象部位であり，原子炉圧力容器の荷重を受ける部

位であるため 

ﾎﾟﾝﾌﾟ・配管 建設時工認の評価対象部位であり，運転状態から疲労評価結果が厳し

いと想定される部位であるため 弁 

容器 

原子炉格納容器 

(ﾍﾞﾝﾄ管ﾍﾞﾛｰｽﾞ)

建設時工認の評価対象部位であり，ﾄﾞﾗｲｳｪﾙとｻﾌﾟﾚｯｼｮﾝﾁｪﾝﾊﾞの相対変

位の吸収により，ﾍﾞﾛｰｽﾞに疲労の蓄積が考えられるため 

機械ﾍﾟﾈﾄﾚｰｼｮﾝ 
建設時工認の評価対象部位であり，運転状態から疲労評価結果が厳し

いと想定される部位であるため 

炉内 

構造物 

炉心ｼｭﾗｳﾄﾞ， 

ｼｭﾗｳﾄﾞｻﾎﾟｰﾄ

建設時工認の評価対象部位であり，炉心ｼｭﾗｳﾄﾞの荷重を受ける部位で

あるため 

 

 

図 1 原子炉圧力容器および炉内構造物の疲労評価対象部位

A部 

B 部 

C 部 

C 部詳細 

支持スカート＊1 

シュラウドサポート＊2 

炉心シュラウド＊2 

A 部詳細 

下鏡＊2 

B 部詳細 

＊1：非接液部 

＊2：接液部 

（下鏡はクラッドにより非接液部となるが，

保守的に接液部として評価を実施した。）

主フランジ＊1 

スタッドボルト＊1 

給水ノズル＊2 
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b. 評価対象機器のグループ化および代表機器の選定

評価対象機器を構造（型式等），使用環境（内部流体等），材料等に応じグループ化しており，機器

の重要度，使用条件，仕様等の観点から代表機器を選定している。 

以降の説明では，低サイクル疲労が想定されるグループ内代表のうち，1 機器を代表機器として評

価の詳細を説明する。 

代表機器は，プラントの安全上の重要性を考慮し，原子炉冷却材圧力バウンダリの機能上 も重要

である「原子炉圧力容器」とし，「4. 代表機器の技術評価」にて具体的な評価内容を説明する。なお，

原子炉圧力容器以外の評価結果は「5. 代表機器以外の技術評価」に示す。 

（2）評価手法

a. 低サイクル疲労評価の流れ

低サイクル疲労評価の流れを図 2に示す。

図 2 低サイクル疲労評価・環境疲労評価のフロー 

過渡条件の設定（温度変化，圧力変化，過渡回数）

それぞれの過渡に対する機器の温度履歴

発生応力（ひずみ）履歴を算出

発生応力より過渡の組合せに対する繰返しピーク応力強さを算出

繰返しピーク応力強さより，過渡の組合せ i 

に対する疲れ累積係数 Ufiを算出 

Ufiを総和し疲れ累積係数 Uf を求める Uf ∑ Ufi 

環境疲労評価対象部位の抽出 

炉水接液部で疲労評価の疲れ累積係数が 大の部位を抽出 

温度，ひずみ履歴より過渡の組合せ iに 

対する環境効果補正係数 Feniを算出 

組合せ iに対する環境疲労を考慮した 

疲れ累積係数 Ueniを算出 Ueni=Ufi×Feni

Ueniを総和し，環境中の疲れ累積係数 Uen を求める 

Uen=∑ Ueni

疲労評価

環境疲労評価

ひずみ履歴

温度履歴

Ufi 

過渡の

組合せ
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b. 適用規格

疲労評価に用いた規格を以下に示す。

・社団法人 日本原子力学会標準 原子力発電所の高経年化対策実施基準：2008

（AESJ-SC-P005：2008）（以下，「実施基準」という） 

・社団法人 日本機械学会 発電用原子力設備規格 設計・建設規格

（JSME S NC1-2005／2007）（以下，「設計・建設規格」という） 

・社団法人 日本機械学会 発電用原子力設備規格 環境疲労評価手法

（JSME S NF1-2009）（以下，「環境疲労評価手法」という） 

c. 過渡条件の設定

（a）評価期間

評価期間は「実用発電用原子炉施設における高経年化対策実施ガイド」に基づき，60 年間とする。

（b）過渡条件

過渡条件は表 3に示すとおり，発電所の様々な運転条件による過渡事象をカウントした。

これまでの運転経験や 新知見についても検討したが，別紙 2に示すとおり新たな過渡事象は抽

出されておらず，過渡条件は建設時工認と同様である。 

（c）過渡回数

実績過渡回数は，実施基準および表 4に示す実績過渡回数策定方針に基づき，2015 年 7 月末時点

までの運転実績とした。 

 推定過渡回数は，表 5 に示す推定過渡回数策定方針に基づき，今後の運転想定期間を 2015 年 8

月 1日から運転開始後 60 年時点までの期間として算出した。なお，島根 2号炉は長期停止期間中で

あるが，再稼働時期を 2015 年 8 月 1日と設定するとともに，発生頻度を長期停止前の 2012 年 3 月

末までの期間で算出することで評価に用いる推定過渡回数に裕度を設けている。 

表 6および図 3に 30 年目の高経年化技術評価（以下「PLM30」という）における評価条件を示す。 

また，表 7に過渡事象毎の推定過渡回数の裕度を示す。 
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表 3 過渡事象の内容 

No. 事象 内容 

1 ﾎﾞﾙﾄ締付
起動前に準備として行う原子炉圧力容器上鏡の取り

付け作業を考える。 

2 耐圧試験 
起動前に実施する 高使用圧力以下の耐圧試験を考

える。 

3 起動（昇温） 
冷温停止状態から高圧高温待機状態までの起動を考

える。 

4 起動（ﾀｰﾋﾞﾝ起動） 
高圧高温待機状態から定格熱出力運転状態までの起

動を考える。 

5 夜間低出力運転(出力 75％) 
平日の夜間における定格出力から 75%出力までの変動

を考える。 

6 週末低出力運転(出力 50％) 
週末における定格出力から 50%出力までの変動を考え

る。 

7 制御棒ﾊﾟﾀｰﾝ変更 出力を 75%まで下げて制御棒のﾊﾟﾀｰﾝ変更を考える。 

8 
給水加熱機能喪失 

（発電機ﾄﾘｯﾌﾟ） 
原子炉ｽｸﾗﾑを伴わない発電機ﾄﾘｯﾌﾟを考える。 

9 
給水加熱機能喪失 

（給水加熱器部分ﾊﾞｲﾊﾟｽ） 

定格出力運転時に給水加熱器の故障により給水加熱

器の一部をﾊﾞｲﾊﾟｽすることを考える。 

10 ｽｸﾗﾑ（ﾀｰﾋﾞﾝﾄﾘｯﾌﾟ）
原子炉系の圧力上昇を伴うｽｸﾗﾑのうち給水が維持さ

れるｽｸﾗﾑを考える。 

11 ｽｸﾗﾑ（その他のｽｸﾗﾑ）

ｽｸﾗﾑ（ﾀｰﾋﾞﾝﾄﾘｯﾌﾟ，原子炉給水ﾎﾟﾝﾌﾟ停止，逃がし安

全弁誤作動）を除く中性子計装，原子炉保護系からの

信号によるｽｸﾗﾑを考える。 

12 停止（ﾀｰﾋﾞﾝ停止） 
定格出力運転状態から高圧高温待機状態までの停止

を考える。 

13 停止（高温待機） 
原子炉出力零となった後の高圧高温待機状態を考え

る。 

14 停止（冷却） 
高圧高温待機状態から低圧高温待機状態までの停止

を考える。 

15 停止（容器満水） 
原子炉圧力容器上鏡の冷却のため給水による容器満

水を考える。 

16 停止（満水後冷却） 冷温停止状態までの冷却を考える。 

17 ﾎﾞﾙﾄ取り外し 燃料交換等の目的で上鏡を取り外すことを考える。 

18 ｽｸﾗﾑ（原子炉給水ﾎﾟﾝﾌﾟ停止）
所内電源喪失により給水ﾎﾟﾝﾌﾟが停止し，炉水位低に

よるｽｸﾗﾑを考える。 

19 ｽｸﾗﾑ（逃がし安全弁誤作動）
原子炉圧力の上昇を伴わない炉水位低によるｽｸﾗﾑを

考える。 
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表 4 実績過渡回数策定方針 

No. 項目 内容 

1 実績過渡とした期間 
2015年7月末時点までの運転実績を実績過渡回数とし

た。 

2 試運転時の実績過渡回数 
実績としてｶｳﾝﾄするが，試運転時特有のものであるた

め，実績過渡発生頻度には含めない。 

3 取替機器の実績過渡回数 
低ｻｲｸﾙ疲労評価を実施している機器で取替を行って

いるものはない。 

表 5 推定過渡回数策定方針 

No. 項目 内容 

1 推移（回／年）の考え方 

実績運転期間は，運転開始から評価時点(2015 年 7 月

末)までの期間ではなく，現在の長期停止を考慮し，

2012 年 3 月末までの期間として推移を算出した。 

2 今後の過渡回数設定の考え方 

今後の運転想定期間として，2015 年 8 月 1日から運転

開始後 60 年時点までの期間の推定過渡回数を算出し

た。 

3 
評価時点（2015 年 7 月末）～ﾌﾟ

ﾗﾝﾄ再稼働までの期間について

断続的な運転を想定し，推定過渡回数を算出した。当

該期間は，実績過渡回数は 0回であることが想定され

るため，保守的な評価となる。 

4 未経験過渡回数の考え方 
未経験ではあるが，推定過渡回数算出においては 1回

と仮定し，評価を行う。 
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表 6 PLM30 における評価条件 

運転条件 

PLM30 評価条件 
事象を考慮した評価対

象部位※7 

運転実績に基づ
く過渡回数 

(2015 年 7 月末
時点) 

運転開始後 
60 年時点※1※2※3 

①②③ ④ ⑤ 

1 ﾎﾞﾙﾄ締付※4 20 45 〇 〇

2 耐圧試験 24 55 〇 〇 〇 〇 〇 

3 起動（昇温，ﾀｰﾋﾞﾝ起動）※4 36 74 〇 〇 〇 〇 〇

4 夜間低出力運転（75%出力） 40 81 〇 

5 週末低出力運転（50%出力） 34 84 〇 

6 制御棒ﾊﾟﾀｰﾝ変更 58 143 〇 

7 給水加熱機能喪失（発電機ﾄﾘｯﾌﾟ） 0 1 〇 〇 〇 

8 給水加熱機能喪失（給水加熱器部分

ﾊﾞｲﾊﾟｽ）
0 1 

〇 

9 ｽｸﾗﾑ（ﾀｰﾋﾞﾝﾄﾘｯﾌﾟ） 1※6 2 〇 〇 〇 〇 〇

10 ｽｸﾗﾑ（その他のｽｸﾗﾑ） 4 7 〇 〇 〇 〇 〇 

11 停止※4※5 36 74 〇 〇 〇 〇 〇

12 ﾎﾞﾙﾄ取り外し※4 21 46 〇 〇

13 ｽｸﾗﾑ（原子炉給水ﾎﾟﾝﾌﾟ停止） 0 1 〇 〇 〇 〇 〇 

14 ｽｸﾗﾑ（逃がし安全弁誤作動） 0 1 〇 〇 〇 〇 〇 

※1：推移（回／年）：運転期間中の実績過渡回数／実績運転期間（23.13 年）

※2：60 年時点の推定：実績過渡回数合計＋（推移（回／年）×今後の運転想定期間（33.54 年））

※3：小数点 1 桁目を切上げ

※4：ボルト締付・取り外しおよび起動・停止の発生推移は，それぞれ実績回数の高い方を用いて算出した（推移を同

率に設定）。

※5：表 3の No.12～16 の事象を含む。

※6：起動試験期間のみ発生

※7：評価対象部位（代表機器）は以下のとおり

①主フランジ

②スタッドボルト

③給水ノズル

④下鏡

⑤支持スカート
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図 3 過渡回数設定の略式図 

表 7 過渡事象毎の推定過渡回数の裕度 

運転条件 

PLM30 評価条件 

過渡事象
毎の裕度 

評価に用いる推定過
渡回数（再稼働時期を
2015年8月1日として
設定） 

長期停止期間を考慮
した推定過渡回数（再
稼働時期を 2023 年 2
月末を起動として仮
定※1） 

1 ﾎﾞﾙﾄ締付 45 40 5 

2 耐圧試験 55 48 7 

3 起動（昇温，ﾀｰﾋﾞﾝ起動） 74 66 8 

4 夜間低出力運転（75%出力） 81 72 9 

5 週末低出力運転（50%出力） 84 73 11 

6 制御棒ﾊﾟﾀｰﾝ変更 143 124 19 

7 給水加熱機能喪失（発電機ﾄﾘｯﾌﾟ） 1※2 1※2 (1)※2 

8 
給水加熱機能喪失（給水加熱器部

分ﾊﾞｲﾊﾟｽ） 
1※2 1※2 (1)※2 

9 ｽｸﾗﾑ（ﾀｰﾋﾞﾝﾄﾘｯﾌﾟ） 2※2 2※2 (1)※2 

10 ｽｸﾗﾑ（その他のｽｸﾗﾑ） 7 7 0 

11 停止 74 66 8 

12 ﾎﾞﾙﾄ取り外し 46 41 5 

13 ｽｸﾗﾑ（原子炉給水ﾎﾟﾝﾌﾟ停止） 1※2 1※2 (1)※2 

14 ｽｸﾗﾑ（逃がし安全弁誤作動） 1※2 1※2 (1)※2 

※1：高経年化技術評価の補正申請を提出した 2023 年 2 月 28 日を再稼働時期として仮定し，今後の運

転想定期間を 25.95 年として推定過渡回数を算出した。 

※2：運転中に発生していないまたは起動試験期間のみ発生した過渡事象であるため，再稼働時期に係

わらず保守的に 1回と設定した。 

プラント再稼働後の

運転期間

過
渡
回
数

1989/2
営業運転開始

2049/2
運転60年目

2012/3 2015/7
評価時点

時期未定
プラント
再稼働

PLM30における

推定過渡回数設定

実績過渡発生頻度

試運転時の
過渡回数

評価における

裕度

実績運転期間

東北地方太平洋沖地震

および新規制基準適合

に伴う長期停止

60年目時点

推定過渡回数

実績過渡回数
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d. 応力解析，疲れ累積係数算出

原子炉圧力容器各部位（スタッドボルト除く）の健全性評価は，設計・建設規格（クラス 1 容器）

の規定に従い，大気中での疲労評価を行う。 

供用状態 A，B（運転状態Ⅰ，Ⅱ）の過渡条件に対し，P（圧力），O（熱過渡荷重），M（機械的荷重），

D（自重），T（熱膨張荷重）の各荷重を考慮して，応力解析を行い，過渡条件の組合せを考慮して疲れ

累積係数（Uf）を算出する。 

接液部に対しては，環境疲労評価手法に従い，環境効果補正係数（Fen）を算出し，環境効果を考慮

した疲れ累積係数（Uen）を算出する。 

なお，評価対象機器においてステンレス鋼クラッドにより接液しないことを理由に環境疲労評価を

行っていない部位はない。 

スタッドボルトの健全性評価は，設計・建設規格（クラス 1容器）のボルト等の規定に従い，疲労

評価を行う。 

供用状態 A，B（運転状態Ⅰ，Ⅱ）の過渡条件に対して，P（圧力），O（熱過渡荷重），M（機械的荷

重）の各荷重を考慮して応力解析を行い，過渡条件の組合せを考慮して疲れ累積係数（Uf）を算出す

る。 

図 4から図 8に疲労評価における応力解析の流れを示す。 

 

 

図 4 疲労評価における応力解析の流れ 

（原子炉圧力容器のうちスタッドボルト以外，炉内構造物） 

3Sm 

以下 

P： 

圧力 

O： 

熱過渡荷重 

設計過渡条件

M： 

機械的荷重 

D： 

自重 

T： 

熱膨張荷重 

外荷重

温度分布計算

圧力による応力 

(設計過渡条件) 
熱応力 自重による応力

機械的荷重

による応力

熱膨張荷重

による応力

供用状態 A，B 

（P+M+D+T+O） 

応力の組合せ（荷重の組合せ）

簡易弾塑性解析による繰

返しピーク応力の割増し

一次＋二次応力強さ評価

3Sm を超 

えるもの 
繰返しピーク 

応力強さの算出 

Uf 評価 

（1 を下回ることを確認） 

疲労評価

Uen＝Uf×Fen 

（1 を下回ることを確認） 

環境疲労評価

Fen 算出 

環境効果補正係数

接液環境部位

応力解析
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図 5 疲労評価における応力解析の流れ 

（原子炉圧力容器のうちスタッドボルト） 

図 6 疲労評価における応力解析の流れ 

（ポンプ，配管）

P： 

圧力 

O： 

熱過渡荷重 

設計過渡条件

M： 

機械的荷重 

外荷重

温度分布計算

応力解析

圧力による応力 

(設計過渡条件) 
熱応力

機械的荷重

による応力

供用状態 A，B 

（P+M+O） 

応力の組合せ（荷重の組合せ）

繰返しピーク応力強さの算出 

Uf 評価（1を下回ることを確認） 

疲労評価

P： 

圧力 

O： 

熱過渡荷重 

設計過渡条件

M： 

機械的荷重 

外荷重

温度分布計算

応力解析

圧力による応力 

(設計過渡条件) 
熱応力

機械的荷重

による応力

供用状態 A，B 

（P+M+O） 

応力の組合せ（荷重の組合せ）

一次＋二次応力強さ評価

繰返しピーク 

応力強さの算出 

Uf 評価 

（1 を下回ることを確認）

Uen＝Uf×Fen 

（1 を下回ることを確認）

環境疲労評価

Fen 算出 

環境効果補正係数

接液環境部位

疲労評価
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図 7 疲労評価における応力解析の流れ 

（弁） 

図 8 疲労評価における応力解析の流れ 

（容器） 

基本板厚

応力評価

内圧による

一次膜応力
局部一次応力

配管反力による

二次応力

一次+二次応力（供用状態 A，B） 

疲れ解析

繰返しピーク応力強さに

対する許容繰返し回数

起動・停止時

≧2,000 

繰返しピーク応力強さに

対する許容繰返し回数

過渡変化（ステップ変化）時

≧実際の

繰返し回数

Uen＝Uf×Fen 

（1 を下回ることを確認）

環境疲労評価

Fen 算出 

環境効果補正係数

接液環境部位

全伸縮量算出

ベローズに生じる応力算出

許容繰返し回数算出

疲労評価 

（1 を下回ることを確認） 

各方向の変位算出

（圧力）（熱）

設定条件 過渡条件

（1 を下回ることを確認） 
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4. 代表機器の技術評価

（1）健全性評価

原子炉圧力容器について設計・建設規格に基づき，大気中での疲労評価を行った結果，疲れ累積係

数が許容値 1を下回ることを確認した。 

 さらに，接液環境にある評価点について環境疲労評価手法に基づき，環境を考慮した疲労評価を行っ

た結果，疲れ累積係数が許容値 1を下回ることを確認した。 

 原子炉圧力容器の疲労評価結果を表 8に示す。なお，環境疲労評価で考慮した溶存酸素濃度につい

て別紙 4に示す。 

また，評価手法を含めた疲労評価結果を別紙 7に示す。 

表 8 原子炉圧力容器の疲労評価結果 

評価対象機器・部位 

運転実績回数に基づく疲れ累積係数 

（運転開始後 60 年時点）※1 

設計・建設規格の 

疲労線図による評価 

環境疲労評価手法によ

る評価(環境を考慮) 

原
子
炉
圧
力
容
器

主ﾌﾗﾝｼﾞ 0.008 ―※2 

ｽﾀｯﾄﾞﾎﾞﾙﾄ 0.383 ―※2 

給水ﾉｽﾞﾙ 0.094 0.411 

下鏡 0.007 0.332 

下鏡（支持ｽｶｰﾄとの接合部） 0.231 ―※2 

支持ｽｶｰﾄ 0.005 ―※2 

※1：設計・建設規格による評価，環境疲労評価手法による評価ともに部位毎の 大値を示す。 

※2：非接液部

（2）現状保全

原子炉圧力容器の保全は，原子力規制委員会文書「実用発電用原子炉及びその附属施設における破

壊を引き起こす亀裂その他の欠陥の解釈の制定について」（平成26年 8月 6日付け原規技発第1408063

号）および維持規格に基づき実施している。 

供用期間中検査では，超音波探傷試験および耐圧試験により健全性を確認している。 

 いずれの評価対象機器・部位についても，点検結果は「良」であり，現状の保全策が妥当であるこ

とが確認できた。原子炉圧力容器の現状保全について表 9に示す。 

なお，低サイクル疲労割れの予防保全の観点から行っている工事はない。 
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表 9 原子炉圧力容器の現状保全 

評価対象機器・部位 現状保全 試験程度 点検結果 備 考 

原
子
炉
圧
力
容
器

主ﾌﾗﾝｼﾞ 

超音波探傷試験 10 年／100% 良 

左記に加え，次回の高経年化

技術評価時に実績過渡回数の

確認による疲労評価を行う。 

耐圧試験 定期検査毎 良 

ｽﾀｯﾄﾞﾎﾞﾙﾄ
超音波探傷試験 10 年／100% 良 

耐圧試験 定期検査毎 良 

給水ﾉｽﾞﾙ 

超音波探傷試験 10 年／100% 良 

耐圧試験 定期検査毎 良 

下鏡 
超音波探傷試験 10 年／5% 良 

耐圧試験 定期検査毎 良 

支持ｽｶｰﾄ 超音波探傷試験 10 年／7.5% 良 

（3）総合評価

60 年間の供用を想定した原子炉圧力容器の疲労評価結果は，疲れ累積係数が許容値 1を下回ること

から，疲労割れが評価期間において問題となる可能性はなく，引き続き現状保全を継続することで 60

年間の健全性は維持できると判断する。 

（4）高経年化への対応

疲労割れについては，実績過渡回数の確認を継続的に実施し，運転開始後 60 年時点の推定過渡回数

を上回らないことを確認する。 
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5. 代表機器以外の技術評価

（1）健全性評価

代表機器以外について設計・建設規格に基づき，大気中での疲労評価を行った結果，疲れ累積係数

が許容値 1を下回ることを確認した。 

 さらに，接液環境にある評価点について，環境疲労評価手法に基づき，環境を考慮した疲労評価を

行った結果，疲れ累積係数が 1を下回ることを確認した。 

 代表機器以外の疲労評価結果を表 10 に，疲れ累積係数の算出根拠について別紙 6に示す。また，評

価手法を含めた疲労評価結果を別紙 7に示す。 

表 10 代表機器以外の疲労評価結果 

評価対象機器・部位 

運転実績回数に基づく疲れ累積係数 

（運転開始後 60 年時点）※1 

設計・建設規格の疲労

線図による評価 

環境疲労評価手法によ

る評価(環境を考慮) 

原子炉再循環ﾎﾟﾝﾌﾟ ｹｰｼﾝｸﾞと配管の溶接部 0.001 0.005 

配
管

ｽﾃﾝﾚｽ鋼配管 原子炉再循環系配管 0.004 0.067 

炭素鋼配管 
主蒸気系配管 0.014 ―※2 

給水系配管 0.031 0.146 

弁 

原子炉再循環ﾎﾟﾝﾌﾟ出口弁（弁箱） 0.002 0.037 

残留熱除去ﾎﾟﾝﾌﾟ炉水戻り弁（弁箱） 0.005 0.030 

原子炉給水内側隔離逆止弁（弁箱） 0.032 0.279 

主蒸気隔離弁（弁箱） 0.013 ―※2 

容

器 

原子炉格

納容器 
ﾍﾞﾝﾄ管ﾍﾞﾛｰｽﾞ 0.049 ―※2 

機械ﾍﾟﾈﾄ

ﾚｰｼｮﾝ

主蒸気系配管貫通部 0.159 ―※2 

給水系配管貫通部 0.116 ―※2 

炉内構造物 
炉心ｼｭﾗｳﾄﾞ 0.013 0.318 

ｼｭﾗｳﾄﾞｻﾎﾟｰﾄ 0.009 0.024 

※1：設計・建設規格による評価，環境疲労評価手法による評価ともに部位毎の 大値を示す。

※2：非接液部

（2）現状保全

ポンプ，配管，弁，容器，炉内構造物の現状保全を表 11 に示す。
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表 11 ポンプ，配管，弁，容器，炉内構造物の現状保全 

評価対象機器・部位 現状保全 試験程度 

ﾎﾟﾝﾌﾟ

・原子炉再循環ﾎﾟﾝﾌﾟ

（ｹｰｼﾝｸﾞと配管の溶接部）

原子力規制委員会文書「実用発電用原子

炉及びその附属施設における破壊を引き

起こす亀裂その他の欠陥の解釈の制定に

ついて」（平成 26 年 8 月 6日付け原規技発

第 1408063 号）および維持規格に基づき，

定期的に超音波探傷試験を実施し健全性

を確認している。 

10 年／25% 

配管 

・原子炉再循環系配管

・主蒸気系配管

・給水系配管

10 年／25% 

弁 

・原子炉再循環ﾎﾟﾝﾌﾟ出口弁

・残留熱除去ﾎﾟﾝﾌﾟ炉水戻り弁

・原子炉給水内側隔離逆止弁

・主蒸気隔離弁

（対象部位：弁箱） 

 分解点検および維持規格による目視点

検により異常がないことを確認している。 

維持規格： 

代表 1台について 10 年／

100% 

容器 

（原子炉格納容器） 

・ﾍﾞﾝﾄ管ﾍﾞﾛｰｽﾞ

（機械ﾍﾟﾈﾄﾚｰｼｮﾝ） 

・主蒸気系配管貫通部

・給水系配管貫通部

 維持規格に基づき，定期検査時の原子炉

格納容器漏えい率試験において，ﾊﾞｳﾝﾀﾞﾘ

機能の健全性を確認している。 

定期検査毎に実施 

炉内構造物 

・炉心ｼｭﾗｳﾄﾞ

・ｼｭﾗｳﾄﾞｻﾎﾟｰﾄ

 原子力規制委員会文書「実用発電用原子

炉及びその附属施設における破壊を引き

起こす亀裂その他の欠陥の解釈の制定に

ついて」（平成 26 年 8 月 6日付け原規技発

第 1408063 号）および維持規格に基づき，

定期的に水中ｶﾒﾗによる目視点検を実施し

ている。 

【溶接接手以外】 

7.5%／10 年 

【炉心ｼｭﾗｳﾄﾞ:溶接接手】 

H4 溶接接手（内面）： 

運転時間 9年／100% 

H4（内面）以外の溶接接手：

運転時間 5年から 15 年 

以内※1／100% 

【ｼｭﾗｳﾄﾞｻﾎﾟｰﾄ：溶接接手】 

20 年～30 年／100% 

※1：予防保全実施箇所は，予防保全後を供用開始時期として，運転時間 5年から 20 年以内を初回点検

としている。 
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（3）総合評価

60 年間の供用を想定したポンプ，配管，弁，容器および炉内構造物の疲労評価結果は，疲れ累積係

数が許容値 1 を下回ることから，疲労割れが評価期間において問題となる可能性はなく，引き続き現

状保全を継続することで 60 年間の健全性は維持できると判断する。 

（4）高経年化への対応

疲労割れについては，実績過渡回数の確認を継続的に実施し，運転開始後 60 年時点の推定過渡回数

を上回らないことを確認する。 

6. まとめ

（1）審査ガイド等記載事項に対する確認結果

「2. 基本方針」で示した審査ガイド等記載事項に対して，高経年化技術評価を適切に実施している

ことを確認した。低サイクル疲労についての審査ガイド等記載事項との対比を表 12 に示す。 
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表 12（1/2） 低サイクル疲労についての審査ガイド等記載事項との対比 

ｶﾞｲﾄﾞ 記載事項 技術評価結果 

実用発電用原子炉施

設における高経年化

対策審査ｶﾞｲﾄﾞ 

（1）高経年化技術評価の審査

⑫健全性の評価

実施ｶﾞｲﾄﾞ 3.1⑤に規定する期間の満了日までの期間について，高経

年化対策上着目すべき経年劣化事象の発生又は進展に係る健全性を

評価していることを審査する。

⑬現状保全の評価

健全性評価結果から現状の保全策の妥当性が評価されていることを

審査する。

⑭追加保全策の抽出

現状保全の評価結果から，現状保全に追加する必要のある新たな保全

策が抽出されていることを審査する。

（2）長期施設管理方針の審査

①長期施設管理方針の策定

すべての追加保全策について長期施設管理方針として策定されてい

るかを審査する。

4.（1）および 5.（1）の「健全性評価」に示す

とおり，運転開始後 60 年時点の推定過渡回数

を用いて健全性を評価した。  

4.（2）および 5.（2）「現状保全」に示すとお

り，健全性評価結果から，現状の保全策が妥当

であることを確認した。 

4.（4）および 5.（4）「高経年化への対応」に

示すとおり，施設管理に関する方針（長期施設

管理方針）に，実績過渡回数の確認を継続的に

実施し，運転開始後 60 年時点の推定過渡回数

を上回らないことを確認することを記載した。 
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表 12（2/2） 低サイクル疲労についての審査ガイド等記載事項との対比 

ｶﾞｲﾄﾞ 記載事項 技術評価結果 

実用発電用原子炉施

設における高経年化

対策実施ｶﾞｲﾄﾞ 

3.1 高経年化技術評価の実施及び見直し 

⑤抽出された高経年化対策上着目すべき経年劣化事象について，以下に規

定する期間の満了日までの期間について機器・構造物の健全性評価を行

うとともに，必要に応じ現状の施設管理に追加すべき保全策（以下「追

加保全策」という。）を抽出すること。

ｲ 実用炉規則第 82条第 1項の規定に基づく高経年化技術評価 ﾌﾟﾗﾝﾄの

運転を開始した日から 60 年間

3.2 長期施設管理方針の策定及び変更 

長期施設管理方針の策定及び変更に当たっては，以下の要求事項を満た

すこと。 

①高経年化技術評価の結果抽出された全ての追加保全策（発電用原子炉の

運転を断続的に行うことを前提として抽出されたもの及び冷温停止状態

が維持されることを前提として抽出されたものの全て。）について，発電

用原子炉ごとに，施設管理の項目及び当該項目ごとの実施時期を規定し

た長期施設管理方針を策定すること。

なお，高経年化技術評価の結果抽出された追加保全策について，発電用

原子炉の運転を断続的に行うことを前提とした評価から抽出されたもの

と冷温停止状態が維持されることを前提とした評価から抽出されたもの

の間で，その対象の経年劣化事象及び機器・構造物の部位が重複するも

のについては，双方の追加保全策を踏まえた保守的な長期施設管理方針

を策定すること。

4.（4）および 5.（4）「高経年化への対応」

に示すとおり，施設管理に関する方針（長期

施設管理方針）に，実績過渡回数の確認を継

続的に実施し，運転開始後 60 年時点の推定過

渡回数を上回らないことを確認することを記

載した。 
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（2）施設管理に関する方針として策定する事項 

 島根原子力発電所２号炉の運転開始後 30 年目以降の 10 年間で実施すべき，低サイクル疲労の新た

な保全項目を表 13 に示す。当該方針を長期施設管理方針として「島根原子力発電所原子炉施設保安規

定」に定め，確実に実施していく。 

 

表 13 低サイクル疲労の長期施設管理方針 

機器名称 施設管理に関する方針 実施時期 

原子炉圧力容器等※1 

原子炉圧力容器等の疲労割れについては、実績過渡

回数の確認を継続的に実施し、運転開始後 60 年時点

の推定過渡回数を上回らないことを確認する。 

中長期※2 

※1：疲れ累積係数による低サイクル疲労の評価を実施した全ての機器 

※2：策定後，運転開始後 40 年時点まで 
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建設時工認における原子炉圧力容器の疲労評価結果について 

 建設時工認において実施した原子炉圧力容器ノズルの疲れ累積係数を表 1に，ノズル以外の疲れ累積

係数を表 2に示す。 

表 1 原子炉圧力容器ノズルの建設時工認における疲れ累積係数 

No. 名称 疲れ累積係数 

N1 再循環水出口ﾉｽﾞﾙ 0.002 

N2 再循環水入口ﾉｽﾞﾙ 0.002 

N3 主蒸気ﾉｽﾞﾙ 0.002 

N4 給水ﾉｽﾞﾙ 0.366 

N5 低圧炉心ｽﾌﾟﾚｲﾉｽﾞﾙ 0.019 

N6 低圧注水ﾉｽﾞﾙ 0.019 

N7 上ぶたｽﾌﾟﾚｲﾉｽﾞﾙ 0.006 

N8 計測及びﾍﾞﾝﾄﾉｽﾞﾙ 0.001 

N9 ｼﾞｪｯﾄﾎﾟﾝﾌﾟ計測ﾉｽﾞﾙ 0.001 

N11 
ほう酸水注入及び炉心差圧

計測ﾉｽﾞﾙ 
0.003 

N12 計測ﾉｽﾞﾙ －※1 

N13 計測ﾉｽﾞﾙ －※1 

N14 計測ﾉｽﾞﾙ 0.001 

N15 ﾄﾞﾚﾝﾉｽﾞﾙ 0.001 

N16 高圧炉心ｽﾌﾟﾚｲﾉｽﾞﾙ 0.101 

N18 予備ﾉｽﾞﾙ 0.001 

※1：内径に対する板厚の比が も小さく，強度的に厳しくなる

N14 ノズルを代表として評価 

表 2 原子炉圧力容器（ノズルを除く）の建設時工認における疲れ累積係数 

名称 疲れ累積係数 

下鏡 0.052 

主ﾌﾗﾝｼﾞ 0.015 

ｽﾀｯﾄﾞﾎﾞﾙﾄ 0.625 

支持ｽｶｰﾄ 0.004 

制御棒駆動機構ﾊｳｼﾞﾝｸﾞ 0.052 

炉内計装ﾊｳｼﾞﾝｸﾞ 0.042 

円筒胴 0.004 

別紙１
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建設時考慮されていない応力変動の抽出プロセスについて 

 高経年化技術評価書で想定している経年劣化事象は，評価対象機器の構造（型式等），使用環境（内

部流体等），材料等により，「高経年化対策実施基準 2008 版」附属書 A（規定）の「経年劣化メカニズ

ムまとめ表」および最新知見として「高経年化対策実施基準 2015 版」附属書 A（規定）の「経年劣化

メカニズムまとめ表」を参考にしている。

また，これまでの高経年化技術評価を参考にすると共に，スクリーニング未実施の島根原子力発電

所１号炉の 40年目の高経年化技術評価実施以降～2016 年 3月の国内外の運転経験，最新知見につい

て，これまで実施した先行プラントの技術評価書を参考にし，高経年化技術評価への影響を整理し，

技術評価への反映要否を判断した。なお，スクリーニング対象期間以降の最新知見，運転経験につい

ては，審査の状況等も踏まえ，適宜反映 することとしている。 

1．運転経験

国内運転経験として，原子力安全推進協会が運営している原子力発電情報公開ライブラリー（以下，

「NUCIA 情報」という。）において公開されている「トラブル情報」「保全品質情報」「その他情報」を，

海外運転経験として，NRC(米国原子力規制委員会；Nuclear Regulatory Commission)の Bulletin，

Generic Letter，Information Noticeおよび Regulatory Issue Summaryを対象としてスクリーニン

グを実施。 

期間中の情報において，新たに高経年化技術評価書に反映すべき運転経験を抽出する。 

2．最新知見 

スクリーニング対象期間中に発行された原子力規制委員会文書および日本機械学会，日本電気協会，

日本原子力学会の規格・基準類ならびに原子力規制委員会のホームページに公開されている試験研究

の情報等を検討し，高経年化技術評価を実施する上で，新たに反映が必要な知見を抽出する。 

3．低サイクル疲労評価に反映すべき事象について 

1．および 2．の調査結果より，建設時に考慮されていない応力変動で低サイクル疲労に加えるべき

ものは抽出されなかった。 

 ただし，高サイクル熱疲労の観点で抽出された事象があるため，4．に記載する。なお，本事象は高

経年化技術評価書にて，既に評価を実施しているものである。 

4．建設時に考慮されていない高サイクル熱疲労について 

（1）高サイクル熱疲労割れに関する評価 

運転経験により建設時考慮されていない高サイクル熱疲労現象は，日本機械学会基準「配管の高サ

イクル熱疲労に関する評価指針」（JSME S 017）（以下，「JSME 指針」という）により「高低温水合流

型」，「キャビティフロー型熱成層」，「運転操作型熱成層」，「弁グランドリーク型熱成層」，「弁シート

別紙２
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リーク型熱成層」があげられ，「運転操作型熱成層」，「弁グランドリーク型熱成層」，「弁シートリーク

型熱成層」については運転操作や弁の保守管理で対応可能とされていることから評価対象外とした。 

 島根 2号炉において発生することが考えられる「高低温水合流型」および「キャビティフロー型熱

成層」について，平成 19年 2月 16日付け「高サイクル熱疲労に係る評価及び検査に対する要求事項

について」（平成 19・02・15 原院第 2号）の指示により，JSME指針に基づき評価を行い，「高サイク

ル熱疲労による損傷の防止に関する評価結果について（平成 21年 4月）」（添付 1）を経済産業省 原

子力安全・保安院へ提出しており，以降に記載内容の概要を記す。 

《報告内容の概要》 

（1）対象施設 

省令 62号第 6条および解釈第 6条第 3項により，以下のとおりである。 

・一次冷却材系

・原子炉浄化系

・残留熱除去系（原子炉停止時冷却モード）

（2）評価対象とする高サイクル熱疲労に係る現象 

評価対象とする高サイクル熱疲労モードは，以下のとおりである。 

・高低温水合流型

・キャビティフロー型熱成層

（3）高サイクル熱疲労割れの評価対象部位の抽出 

a. 高低温水合流型

①原子炉圧力容器給水ノズル

②原子炉再循環系／残留熱除去系吐出合流部

③原子炉浄化系の給水系への戻り部

④残留熱除去系熱交換器出口配管とバイパス配管合流部

b. キャビティフロー型熱成層

①原子炉再循環系ドレンライン

②電動機駆動原子炉給水ポンプミニマムフローライン

（4）高サイクル熱疲労割れに関する評価結果 

上記（3）で抽出した高サイクル疲労割れの評価対象部位について JSME 指針に基づき評価を行っ

た。 

a. 高低温水合流型

抽出された 4箇所は，経済産業省原子力安全・保安院指示文書「泊発電所 2号機再生熱交換器胴

側出口配管の損傷を踏まえた検査の実施について－高サイクル熱疲労割れに係る検査の実施につ

いて－」（平成 15年 12月 12日付け平成 15･12･11原院第 1号）に従って評価を実施し，問題ない

ことを確認している。 



別紙 2-3 

b. キャビティフロー型熱成層

（a）原子炉再循環系ドレンライン（A系，B系） 

評価の結果，原子炉再循環系ドレンラインについて，雰囲気温度と系統運転温度との温度差は，

JSME指針の判定温度差を超えており，また分岐管鉛直部長さは，分岐管鉛直部長さへの侵入判定

長さおよび分岐管水平部への侵入判定長さを満足しない結果となった。この対応として，第 15

回定期検査期間中に分岐管鉛直部長さが分岐管への侵入判定長さを満足するように配管のルート

変更を行ったため，問題ない。 

（b）電動機駆動原子炉給水ポンプミニマムフローライン（A系，B系） 

評価の結果，給水ポンプミニマムフローラインについて，雰囲気温度と系統運転温度との温度

差は，JSME 指針の判定温度差を超えているが，分岐管鉛直部長さは，分岐管鉛直部への侵入判定

長さを満足しているため問題ない。 

（5）高サイクル熱疲労割れが発生する可能性の高い部位の特定の結果 

上記（4）の評価結果より，検査が必要とされる高サイクル熱疲労割れが発生する可能性が高い部

位はない。 

《報告内容の補足説明》 

添付 2：高サイクル熱疲労の対策として実施した原子炉再循環系ドレンライン配管ルート変更に

伴う温度分布測定結果について 

添付 3：高サイクル熱疲労評価における残留熱除去系熱交換器出口配管とバイパス配管合流部の

評価における温度設定根拠について 

（2）経年劣化事象の整理 

「高低温水合流型」で抽出された高サイクル熱疲労割れの評価対象部位のうち，高サイクル熱疲労

評価を実施した 2箇所（原子炉再循環系／残留熱除去系吐出合流部，残留熱除去系熱交換器出口配管

とバイパス配管合流部）については，以下の理由により日常劣化管理事象以外の事象（▲）として整

理した。 

《日常劣化管理事象以外の事象（▲）として整理した理由》 

（1）原子炉再循環系／残留熱除去系吐出合流部 

高低温水合流部の高サイクル熱疲労割れに対しては，日本機械学会基準「配管の高サイクル熱疲

労に関する評価指針」（JSME S 017 2003）に基づき評価を実施しており，保守的な温度条件で評

価を実施した結果，高温側および低温側の温度差が判定温度差を下回っていることを確認している。 

（2）残留熱除去系熱交換器出口配管とバイパス配管合流部 

高低温水合流部の高サイクル熱疲労割れに対しては，日本機械学会基準「配管の高サイクル熱

疲労に関する評価指針」（JSME S 017 2003）に基づき評価を実施しており，保守的な温度条件で

評価を実施した結果，熱応力振幅が疲労限を下回っていることを確認している。
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タイトル
高サイクル熱疲労の対策として実施した原子炉再循環系ドレンライン配管ルート変更

に伴う温度分布測定結果について 

説  明

 原子炉再循環系ドレンラインのキャビティフロー型熱成層評価の結果，雰囲気温度

と系統運転温度との温度差は，指針（社団法人 日本機械学会 配管の高サイクル熱

疲労に関する評価指針 JSME S 017）の判定温度差を超えており，また分岐管鉛直部

長さは，分岐管鉛直部への侵入判定長さおよび分岐管水平部への侵入判定長さを満足

しない結果となった。この対応として，第 15 回定期検査(2008 年度)期間中に分岐管

鉛直部長さが分岐管への侵入判定長さを満足するように配管のルート変更を行ってい

る。 

１．配管ルート変更前の温度分布測定 

原子炉再循環系ドレンラインの温度変動を参考に確認するため，第 15 回定期検査前

の通常運転時に温度測定を実施した。温度測定位置および温度分布を図 1～4に示す。 

２．配管ルート変更後の温度分布測定 

 上記のように，分岐管鉛直部長さが分岐管への侵入判定長さを満足するように配管

のルート変更を行ったことから，配管ルート変更後の温度測定は実施していない。 

添付 2（1/3） 
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図 1 温度測定位置（A系） 

図 2 温度分布(A 系)

添付 2（2/3） 
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図 3 温度測定位置（B系） 

図 4 温度分布(B 系) 

添付 2（3/3） 
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タイトル
高サイクル熱疲労評価における残留熱除去系熱交換器出口配管とバイパス配管合流部

の評価における温度設定根拠について

説  明

１．高サイクル熱疲労評価に用いた条件と評価結果の概要 

島根 2号炉の残留熱除去系熱交換器（以下「熱交換器」という）出口配管とバ

イパス配管合流部における高サイクル熱疲労評価で用いた残留熱除去系への入口

温度は，表 1に示すように，停止時の最も高温の状態として，停止時冷却モード

による運転開始時の設計最高温度の原子炉温度を想定し，原子炉停止 4時間後の

燃料崩壊熱と原子炉潜熱を原子炉冷却材温度変化率の最大値で冷却することを想

定して求めた。 

表 1 評価条件とその根拠 

評価条件 根 拠 

停止時冷却モード 

による運転開始時 

の原子炉温度 

182℃ 
停止時冷却モードが運転開始可能となる原

子炉圧力での飽和温度 

原子炉冷却材 

温度変化率 
55℃/h 

保安規定で定める原子炉冷却材温度変化率 

：55℃/h 以下 

評価の結果，当該合流部の高温側（バイパス配管）が 182℃，低温側（熱交換

器出口配管）が 126℃となった。 

島根 2号炉で評価に用いた数値とその根拠を表 2に示す。 

添付 3（1/5） 
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表 2 評価に用いた数値とその根拠 

項 目 数 値 根 拠 

T1 残留熱除去系 

入口温度 

(原子炉温度) 

182℃ 停止時冷却モードが運転開始可能となる

原子炉圧力(原子炉圧力 0.93MPa)におけ

る飽和温度 

Ⓐ 崩壊熱量 24.6×106kcal/h 原子炉停止 4時間後の崩壊熱量 

Ⓑ 原子炉を 55℃

/h で冷却する

時の除熱量

28.2×106kcal/h 原子炉冷却材温度変化率 55℃/h 以下 

Ⓒ 熱交換器によ

る必要除熱量

52.8×106kcal/h Ⓐ＋Ⓑ

Ⓓ 熱交換器1基当

たりの除熱量

26.4×106kcal/h Ⓒ÷2

F1 残留熱除去系 

系統流量 

1,200×103kg/h 設計仕様 

T2 熱交換器 

入口温度 

182℃ T1 と同じ 

T3 熱交換器 

出口温度 

126℃ 除熱量Ⓓに対応した流量･温度ﾊﾞﾗﾝｽ計算

により算出 

F2 

F3 

熱交換器 

通水量 

kg/h 

T4 熱交換器 

ﾊﾞｲﾊﾟｽ温度

182℃ T1 と同じ 

F4 熱交換器 

ﾊﾞｲﾊﾟｽ量

kg/h F1-F2 

T5 熱交換器出口 

合流後の温度 

160℃ 

F5 熱交換器出口 

合流後の流量 

1,200×103kg/h F1 と同じ 

添付 3（2/5） 
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２．熱交換器出口温度について 

島根 2号炉と島根 1号炉の比較を表 3に示す。 

表 3 島根 2号炉と島根 1号炉の比較 

島根 2号炉 島根 1号炉 備 考 

定格電気出力 約 82 万 kW 約 46 万 kW 

定格熱出力 約 244 万 kW 約 138 万 kW 

熱交換器 1基 
当たりの除熱量 26.4×106kcal/h 15.5×106kcal/h 

原子炉停止 4時
間後の崩壊熱量，
原子炉冷却材温
度変化率 55℃/h
の場合 

残留熱除去系 
系統流量 1,200×103kg/h 782×103kg/h 

バイパス流量 
(系統流量に 
対する割合) 

kg/h 
(約 %) 

kg/h 
（約 %） 

熱交換器側流量
(系統流量に 
対する割合) 

kg/h 
（約 %） 

kg/h 
（約 %） 

熱交換器 
入口温度 182℃ 160℃ 

熱交換器 
出口温度 

126℃ 58℃ 

熱交換器の炉水
の通水仕様 

管側通水 胴側通水 

島根 2号炉の熱交換器は，島根 1号炉と比較して以下が異なる。 

・島根 2号炉では熱交換器の管側に炉水，胴側に冷却水が流れており，管側に

冷却水，胴側に炉水が流れる島根 1号炉の熱交換器と比較して，期待する性

能を得るために必要な被冷却側流体である炉水の流量は増加する傾向があ

る。

・島根 2号炉の熱交換器入口温度は 182℃と島根 1号炉の 160℃と比較して高

くなっている。

一般的に熱交換器での除熱量は，熱交換器出入口での被冷却側流体の温度差と

流量の積により表される。除熱量が同じ場合は，被冷却側流体の流量が増加する

と，熱交換器出入口の温度差は小さくなり，出口温度は入口温度に近づくため，

出口温度が高くなる傾向を示す。 

図 1 除熱量と温度差と流量の関係

添付 3（3/5） 
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以上より，島根 2号炉では熱交換器の流量が比較的多く，熱交換器出入口の温

度差が小さいため，熱交換器出口温度は，島根 1号炉の 58℃と比較した場合，島

根 2号炉は 126℃と高くなっていると考えられる。 

島根 2号炉と島根 1号炉の評価概略図を図 2および図 3に示す。 

添付 3（4/5） 
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図 2 2 号炉熱交換器出口配管とバイパス配管合流部の評価概略図 

 

 

 

 

 

図 3 １号炉熱交換器出口配管とバイパス配管合流部の評価概略図 

必要除熱量 ： 15.5×106kcal/h 

 原  子  炉  温  度 ： 160℃ 
原子炉冷却温度変化率 ： 55℃/h 

 

 
必要除熱量 ： 26.4×106kcal/h 

原 子 炉 温 度  ： 182℃ 
原子炉冷却温度変化率 ： 55℃/h 

熱交換器での除熱量 
15.5×106kcal/h 

T1：182℃ 
F1：1,200 

×103kg/h 

原子炉 
圧力 
容器 

T2：182℃ 
F2：  kg/h 《熱交換器出口配管》 

T3：126℃ 
F3：  kg/h 

 

《ﾊﾞｲﾊﾟｽ配管》 

T4：182℃ 
F4：  kg/h 

T5：160℃ 
F5：1,200 

×103kg/h 

当該合流部 

：原子炉再循環系 

：残留熱除去系 

原子炉再循環ﾎﾟﾝﾌﾟ 

残留熱 
除去ﾎﾟﾝﾌﾟ 

熱交換器での除熱量 
26.4×106kcal/h 
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実績過渡回数と推定過渡回数の検証について 

1. 実績過渡回数

試運転期間の過渡回数と運転開始後における年度別の実績過渡回数を表 1に示す。

表 1 島根２号炉 年度別過渡回数実績 

2. 推定過渡回数の検証

高経年化技術評価で設定した 60 年時点の推定過渡回数と，長期停止前までの運転実績期間に対して，

トラブルによる停止期間がなく，定期検査の日数も標準定検日数と仮定し，今後も同様の運転を継続

した場合の推定過渡回数を比較する。 

長期停止前までの運転実績期間は以下のとおり 22.95 年となる。 

○長期停止前までの運転実績期間の算出

：17 回定期事業者検査開始日 － 営業運転開始日 ＝ 8386 日

（2012/1/27） － （1989/2/10） ⇒年換算：22.95 年 

トラブルによる停止期間は表 2に示すとおり 0.31 年となる。

また，過去の定検のうち点検不備のために長期に停止した第 16 回定検（264 日）を除き平均した日

数が約 84 日であるため，標準定検日数を 80 日とする。表 3に示すとおり，各定検期間から標準定検

日数を除した日数を加算した結果，標準定検日数を超えた停止期間は 0.66 年となった。 

 上記の停止期間を長期停止前までの運転実績期間 22.95 年から除すると 21.98 年となり，実績過渡

回数期間との関係から，トラブル等を考慮した推定過渡回数は表 4のとおりとなった。また，トラブ

ルによる停止期間を考慮した推定過渡回数の比較を図 1に示す。

別紙３
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表 2 島根２号炉のトラブル件名リスト 

No. 件名 事象発生日 
停止 

時間（h） 

1 原子炉再循環ﾎﾟﾝﾌﾟ A 号機の回転数低下のため原子炉手動停止 1989 年 4 月 10 日 837 

2 原子炉再循環ﾎﾟﾝﾌﾟ電動機潤滑油位低下に伴う原子炉手動停止 1990 年 11 月 19 日 339 

3 原子炉出力上昇中の原子炉自動停止 1990 年 12 月 4 日 113 

4 
原子炉再循環ﾎﾟﾝﾌﾟ A 号機のﾒｶﾆｶﾙｼｰﾙ不具合による原子炉手動停

止 
1993 年 1 月 18 日 137 

5 「ｽｸﾗﾑ排出水容器水位異常高」信号による原子炉自動停止 1995 年 1 月 30 日 104 

6 
原子炉格納容器内ﾄﾞﾗｲｳｪﾙ冷却機凝縮水量および床ﾄﾞﾚﾝ量増加に

伴う原子炉手動停止 
2004 年 3 月 17 日 799 

7 
原子炉再循環ﾎﾟﾝﾌﾟ B 号機のﾒｶﾆｶﾙｼｰﾙ不具合による原子炉手動停

止 
2005 年 3 月 25 日 132 

8 
原子炉再循環ﾎﾟﾝﾌﾟ B 号機のﾒｶﾆｶﾙｼｰﾙ不具合による原子炉手動停

止 
2005 年 6 月 18 日 224 

合計 2685（h） 

⇒年換算：0.31 年
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表 3 実績定検期間と標準定検日数の差 

定検回 定検期間 標準定検日数 差（日） 

16 264 80 184 

15 199 80 119 

14 76 80 -4

13 96 80 16 

12 153 80 73 

11 109 80 29 

10 45 80 -35

9 43 80 -37

8 60 80 -20

7 49 80 -31

6 64 80 -16

5 75 80 -5

4 71 80 -9

3 73 80 -7

2 70 80 -10

1 73 80 -7

定検期間の合計：1520 差の合計：240 

↓ 

240／365.25≒0.66（年） 

○標準定検日数の算出

：（定期検査の合計－16 回定検期間）／15 ≒ 83.7 日

1520   －  264 ／15 

標準定検日数は，保守的に 80 日とする。 

○トラブルによる停止期間等が無いと仮定した実績運転期間の算出

：長期停止前までの運転実績期間 － トラブル停止期間 － 差の合計 ≒ 21.98 年

（22.95）  （0.31） （0.66） 
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表 4 評価条件の違いによる推定過渡回数の比較 

運転条件 

現時点までの 

実績過渡回数 

PLM30 

(実施基準に基づく) 

ﾄﾗﾌﾞﾙによる停止期

間等が無いと仮定

裕度 
試運転 

期間 

運転 

期間 
合計 

2015 年 7 月末まで冷

温停止とした推定過

渡回数 

2019 年 3 月末まで

冷温停止とした推

定過渡回数 

1 ﾎﾞﾙﾄ締付※1 4 16 20 45 44 1.02 

2 耐圧試験 3 21 24 55 53 1.03 

3 起動（昇温，ﾀｰﾋﾞﾝ起動） 11 25 36 74 72 1.02 

4 
夜間低出力運転 

（75%出力） 
12 28 40 81 79 1.02 

5 
週末低出力運転 

（50%出力） 
0 34 34 84 81 1.03 

6 制御棒ﾊﾟﾀｰﾝ変更 0 58 58 143 137 1.04 

7 
給水加熱機能喪失 

（発電機ﾄﾘｯﾌﾟ） 
0 0 0 0 0 － 

8 
給水加熱機能喪失 

（給水加熱器部分ﾊﾞｲﾊﾟｽ） 
0 0 0 0 0 － 

9 
ｽｸﾗﾑ

（ﾀｰﾋﾞﾝﾄﾘｯﾌﾟ）
1 0 1 1 1 1.00 

10 
ｽｸﾗﾑ

（その他のｽｸﾗﾑ）
2 2 4 7 7 1.00 

11 停止 10 26 36 74 72 1.02 

12 ﾎﾞﾙﾄ取り外し※1 4 17 21 46 45 1.02 

13 
ｽｸﾗﾑ

（原子炉給水ﾎﾟﾝﾌﾟ停止）
0 0 0 0 0 － 

14 
ｽｸﾗﾑ

（逃がし安全弁誤作動）
0 0 0 0 0 － 

※1：ボルト締付，ボルト取り外しおよび起動・停止については実績回数が多い方の頻度で推定過渡回数

を算出した。 

図 1 トラブル等による停止期間を考慮した推定過渡回数の比較（ボルト締付の例） 

過
渡
回
数

1989/2
営業運転開始

2049/2
運転60年目

2012/3 2015/7 2019/3

高経年化技術評価における

想定過渡回数

（長期停止期間も運転したと
して設定）

トラブルによる停止期間等を

考慮した推定過渡回数

試運転時

×1.02

実績過渡発生頻度

運転開始後

60年時点推
定過渡回数
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環境疲労評価で考慮している溶存酸素濃度について 

環境疲労評価は，環境疲労評価手法に基づいて実施している。 

環境疲労評価手法では，Fen（環境効果補正係数）に溶存酸素濃度の影響を考慮する材料として炭素

鋼・低合金鋼を定めている。 

島根２号炉の高経年化技術評価書において，炭素鋼・低合金鋼の接液部位として環境疲労評価を行っ

た部位および溶存酸素濃度依存パラメータ（O*）（以下，「O*」という）を表 1に示す。また，O*の算出

に当たっては，表 2に示す各過渡事象に対して設定した DO 値を使用した。 

なお，溶存酸素濃度の設定値の算出に用いた管理値については表 3に示す。 

表 1 島根 2号炉の炭素鋼・低合金鋼の環境疲労評価データ（1/2） 

機器 部位 水質 

DO 値：溶

存酸素濃

度（ppm） 

運転条件 O*算出式※1 O*

原
子
炉
圧
力
容
器

給水ﾉｽﾞﾙ 

(低合金鋼) 
炉水 

＞0.7 耐圧試験 ③ 3.9797 

0.5 

起動（ﾀｰﾋﾞﾝ起動） 

週末出力運転（出力 50%） 

ｽｸﾗﾑ（ﾀｰﾋﾞﾝﾄﾘｯﾌﾟ）

停止（ﾀｰﾋﾞﾝ停止） 

② 3.7154 

0.03 

停止（高温待機） 

停止（冷却） 

停止（容器満水） 

② 1.5060 

0.3 停止（満水後冷却） ② 3.3142 

下鏡 

(低合金鋼) 
炉水 ＞0.7※2 － ③ 3.9797 

※1：溶存酸素濃度依存パラメータ(O*)の算出式

①DO＜0.02ppm：O*＝ln(3.28)

②0.02≦DO≦0.7ppm：O*＝ln(70.79)＋0.7853×ln(DO)

③DO＞0.7ppm：O*＝ln(53.5)

※2：保守的に「環境疲労評価手法」における溶存酸素濃度の 大値(0.7ppm)以上を採用した。

別紙４
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表 1 島根 2号炉の炭素鋼・低合金鋼の環境疲労評価データ（2/2） 

機器 部位 水質 

DO 値：溶

存酸素濃

度（ppm） 

運転条件 O*算出式※1 O*

配管 
給水系配管 

(炭素鋼) 
給水 

0.08 

起動（ﾀｰﾋﾞﾝ起動） 

ｽｸﾗﾑ（ﾀｰﾋﾞﾝﾄﾘｯﾌﾟ）

ｽｸﾗﾑ（その他のｽｸﾗﾑ）

② 2.2763 

0.3 
停止（冷却） 

停止（容器満水） 
② 3.3142 

＞0.7 

耐圧試験 

停止（満水後冷却） 

ﾎﾞﾙﾄ取外し

③ 3.9797 

0.03 週末低出力運転（出力 50%） ② 1.5060 

弁 

原子炉給水内

側隔離逆止弁

弁箱 

（炭素鋼） 

給水 0.08 
ｽｸﾗﾑ(原子炉給水ﾎﾟﾝﾌﾟ停

止) 
② 2.2763 

残留熱除去ﾎﾟﾝ

ﾌﾟ炉水戻り弁

弁箱 

（炭素鋼） 

炉水 ＞0.7 耐圧試験 ③ 3.9797 

※1：溶存酸素濃度依存パラメータ(O*)の算出式

①DO＜0.02ppm：O*＝ln(3.28)

②0.02≦DO≦0.7ppm：O*＝ln(70.79)＋0.7853×ln(DO)

③DO＞0.7ppm：O*＝ln(53.5)
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表 2 島根 2号機 30 年目高経年化技術評価の溶存酸素濃度の設定値 

給水 炉水

番号 区分 内容
DO値
[ppm]

DO値
[ppm]

1 ボルト締付 － 大気開放→上限値 0.7以上 0.7以上
2 耐圧試験（最高使用圧力以下） － 大気開放→上限値 0.7以上 0.7以上

3 起動（昇温） 冷温停止状態から高温待機状態まで
給水：給水系停止→炉水条件
炉水：所内手順書による目標値

0.5 0.5

4 起動（タービン起動） 高圧高温待機状態から定格熱出力運転状態まで
給水：酸素注入管理値（0.05～0.08）≒実測値
炉水：所内手順書による目標値

0.08 0.5

5 夜間低出力運転（出力75%以下） 平日の夜間における定格出力から75%出力までの減少およびその復帰 定常運転のDO値を参考に設定 0.03 0.5

6 夜間低出力運転（出力50%以下） 週末における定格出力から50%出力までの減少およびその復帰 定常運転のDO値を参考に設定 0.03 0.5

7 制御棒パターン変更 出力を75%まで下げて制御棒パターン変更 定常運転のDO値を参考に設定 0.03 0.5

8
給水加熱機能喪失
（発電機トリップ）

原子炉スクラムを伴わない発電機トリップ 定常運転のDO値を参考に設定 0.03 0.5

9
給水加熱機能喪失
（給水加熱器部分バイパス）

定格出力運転時に給水ﾋｰﾀの故障により，給水ﾋｰﾀの一部をﾊﾞｲﾊﾟｽ 定常運転のDO値を参考に設定 0.03 0.5

10 スクラム（タービン・トリップ）

以下の原因でのｽｸﾗﾑ
・発電機負荷遮断→ﾀｰﾋﾞﾝ蒸気加減弁急速閉鎖→ｽｸﾗﾑ
・ﾀｰﾋﾞﾝ主蒸気止め弁閉鎖→ｽｸﾗﾑ
・原子炉圧力高→ｽｸﾗﾑ

ｽｸﾗﾑ後ｽｸﾗﾑ原因解消の後再起動に移行し，冷温停止
までは至らないものとしているため起動（タービン起動）
のDO値と同様と整理

0.08 0.5

11 スクラム（その他のスクラム）

以下の原因でのｽｸﾗﾑ
・高中性子束ｽｸﾗﾑ
・PCV内圧高ｽｸﾗﾑ
・炉水位低ｽｸﾗﾑ
・ｽｸﾗﾑ排出容器水位高ｽｸﾗﾑ
・手動ｽｸﾗﾑ
・ﾓｰﾄﾞ・ｽｲｯﾁ停止

ｽｸﾗﾑ後ｽｸﾗﾑ原因解消の後再起動に移行し，冷温停止
までは至らないものとしているため起動（タービン起動）
のDO値と同様と整理

0.08 0.5

12 定格出力運転 -
給水：酸素注入管理値（0.02～0.03）≒実測値
炉水：所内手順書による目標値

0.03 0.5

13 停止（タービン停止） 定格熱出力運転状態から高圧・高温待機状態までの停止
給水：実測値
炉水：所内手順書による目標値

0.03※1 0.5

14 停止（高温待機） 原子炉出力ゼロとなった後の高圧高温待機状態
給水：実測値
炉水：実測値 0.03※2 0.03

15 停止（冷却） 高圧高温待機状態から低圧高温待機状態までの停止操作
給水：実測値
炉水：実測値

0.3 0.03

16 停止（容器満水） 給水ポンプによりRPV上鏡頂部まで水張り
給水：停止（冷却）と同等と判断
炉水：停止（冷却）と同等と判断
（実際にはこの段階では水張りは実施しない）

0.3 0.03

17 停止（満水後冷却） 冷温停止状態までの冷却
給水：実測値
炉水：実測値

0.7以上※3 0.3※4

18 ボルト取外し - 大気開放→上限値 0.7以上 0.7以上

19 燃料交換 - 大気開放→上限値 0.7以上 0.7以上

20 スクラム（給水ポンプ停止） 一次冷却水保有量減少による炉水位低（L3）ｽｸﾗﾑ
ｽｸﾗﾑ後ｽｸﾗﾑ原因解消後再起動に移行し冷温停止
までは至らないものとしているため起動（タービン起動）
のDO値と同様と整理

0.08 0.5

21 スクラム（逃し安全弁誤作動）

原子炉圧力上昇を伴わないで停止に至る以下の条件
・1個の逃し安全弁誤作動→ｽｸﾗﾑ
・主蒸気圧力調整装置誤作動（MSIV閉状態）
・主復水器を使用せず逃し安全弁によりやむを得ず減圧停止操作

ｽｸﾗﾑ後ｽｸﾗﾑ原因解消後再起動に移行し冷温停止
までは至らないものとしているため起動（タービン起動）
のDO値と同様と整理

0.03 0.5

※１　DO値が0,03ppm以上に上昇している範囲があるが，給水温度が低下した後であり，環境効果補正係数への寄与が小さいことから，0.03ppmは妥当であると考える。
※２　高温待機状態ではDO値が上昇するような操作はないため，停止（タービン停止）の範囲の中で酸素注入停止後の0.03ppm以下のDO値であると考えられるが，安全側に0.03ppmと設定した。
※３　復水器パージ運転によりﾀｰﾋﾞﾝ建物内の空気が復水器内に流入するため，大気条件と同等となる。
※４　SDC起動によりRHR系配管の溜まり水が流入して一時的に実測値が上昇しているが，本時間は停止（満水後冷却）における全時間に比べて短時間であること，および炉水温度が100℃以下で環境効果補正係数への寄与が小さいことから，安全側に設定した0.3ppmは妥当であると考える。

設定理由

設計熱サイクル
島根原子力発電所2号機（PLM評価用）
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表 3 溶存酸素濃度の管理値（化学管理手順書抜粋） 

原子炉水（原子炉運転時） 

項目 制限値 基準値 目標値 備考 

導電率 

（25℃において） 
≦1,000μS／m ≦100μS／m － 

pH 

（25℃において） 
4.0～10.0 5.6～8.6 － 

塩素ｲｵﾝ ≦0.5ppm ≦0.1ppm － 

硫酸ｲｵﾝ － ≦0.1ppm － 

ﾅﾄﾘｳﾑｲｵﾝ － － ≦7ppb 

ｼﾘｶ － ≦5ppm ≦1ppm 

金属不純物（F・C） － ≦0.1ppm － Fe,Cu,Ni,Cr の合計値 

溶存酸素 － － ≦500ppb 

脱気運転時（原子炉起動

前）の溶存酸素は 200ppb

以下，炉水温度 100℃以

上で溶存酸素は 500ppb

以下とする 

給水 

項目 基準値 目標値 備考 

導電率 

（25℃において） 
－ ≦10μS／m 

金属不純物（F・C） ≦15ppb ≦5ppb Fe,Cu,Ni,Cr の合計値 

銅（F・C） ≦2ppb － 

溶存酸素 ≦200ppb 
20～30ppb 

(起動時：50～80ppb) 

給水系統に測定点がないた

め，復水系等の管理値を記載 
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代表機器の疲れ累積係数の算出根拠について 

（1）原子炉圧力容器の疲労評価

①設計・建設規格に基づく評価

原子炉圧力容器の疲労評価に係る各評価対象部位の疲れ累積係数の算出根拠（a.過渡回

数，b. 解析コードおよび解析モデル，c.材料物性値，許容応力および外荷重条件，d.最大

評価点，e.疲労評価結果）については，設計・建設規格 クラス 1容器に基づき実施してお

り，以下のとおりである。 

a. 過渡回数

主フランジ，スタッドボルト，給水ノズル，下鏡，支持スカートの疲労評価に用いた

60 年目の推定過渡回数を表 1から表 3に示す。 

表 1 主フランジおよびスタッドボルトの疲労評価に用いた過渡回数 

運転条件 
運転実績に基づく過渡回数 

（2015 年 7 月末時点） 

60 年時点 

推定回数 

ﾎﾞﾙﾄ締付け 20 45 

耐圧試験 24 55 

起動（昇温，ﾀｰﾋﾞﾝ起動） 36 74 

ｽｸﾗﾑ（ﾀｰﾋﾞﾝﾄﾘｯﾌﾟ） 1 2 

ｽｸﾗﾑ（その他のｽｸﾗﾑ） 4 7 

停止（ﾀｰﾋﾞﾝ停止，高温待機，冷

却，容器満水，満水後冷却） 
36 74 

ﾎﾞﾙﾄ取り外し 21 46 

ｽｸﾗﾑ（原子炉給水ﾎﾟﾝﾌﾟ停止） 0 1 

ｽｸﾗﾑ（逃がし安全弁誤作動） 0 1 

別紙 5 
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表 2 給水ノズルの疲労評価に用いた過渡回数 

運転条件 
運転実績に基づく過渡回数 

（2015 年 7 月末時点） 

60 年時点 

推定回数 

耐圧試験 24 55 

起動（昇温，ﾀｰﾋﾞﾝ起動） 36 74 

夜間出力運転（出力 75%） 40 81 

週末出力運転（出力 50%） 34 84 

制御棒ﾊﾟﾀｰﾝ変更 58 143 

給水加熱機能喪失（発電機ﾄﾘｯﾌﾟ） 0 1

給水加熱機能喪失（給水加熱器部

分ﾊﾞｲﾊﾟｽ） 
0 1 

ｽｸﾗﾑ（ﾀｰﾋﾞﾝﾄﾘｯﾌﾟ） 1 2 

ｽｸﾗﾑ（その他のｽｸﾗﾑ） 4 7 

停止（ﾀｰﾋﾞﾝ停止，高温待機，冷却，

容器満水，満水後冷却） 
36 74 

ｽｸﾗﾑ（原子炉給水ﾎﾟﾝﾌﾟ停止） 0 1 

ｽｸﾗﾑ（逃がし安全弁誤作動） 0 1 

表 3 下鏡および支持スカートの疲労評価に用いた過渡回数 

運転条件 
運転実績に基づく過渡回数 

（2015 年 7 月末時点） 

60 年時点 

推定回数 

耐圧試験 24 55 

起動（昇温，ﾀｰﾋﾞﾝ起動） 36 74 

給水加熱機能喪失（発電機ﾄﾘｯﾌﾟ） 0 1

ｽｸﾗﾑ（ﾀｰﾋﾞﾝﾄﾘｯﾌﾟ） 1 2 

ｽｸﾗﾑ（その他のｽｸﾗﾑ） 4 7 

停止（ﾀｰﾋﾞﾝ停止，高温待機，冷却，

容器満水，満水後冷却） 
36 74 

ｽｸﾗﾑ（原子炉給水ﾎﾟﾝﾌﾟ停止） 0 1 

ｽｸﾗﾑ（逃がし安全弁誤作動） 0 1 
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b. 解析コードおよび解析モデル

疲れ累積係数の算出に使用した解析コードについて表 4から表 6に示す。

また，解析モデルおよび評価点を図 1から図 3に示す。なお，温度分布解析には

「TACF」，内圧による応力解析には「ASHSD2-B」，ボルトの締付力による応力および熱応力

による解析には「ASHSD2-B」を用いた。 

表 4 主フランジ，スタッドボルトの解析コード 

解析ｺｰﾄﾞ 
TACF Ver.0 温度分布解析用 

ASHSD2-B Ver.0 応力解析用 

要素種類 

要素次数 

節点数 

要素数 

【解析モデル】  【評価点】 

図 1 主フランジ，スタッドボルトの解析モデルおよび評価点 

：主フランジの最大評価点を示す

：スタッドボルトの最大評価点を示す
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表 5 給水ノズルの解析コード 

解析ｺｰﾄﾞ 
TACF Ver.0 温度分布解析用 

ASHSD2-B Ver.0 応力解析用 

要素種類 

要素次数 

節点数 

要素数 

【解析モデル】 【評価点】 

図 2 給水ノズルの解析モデルおよび評価点 

：最大評価点を示す（環境疲労考慮なし）

：最大評価点を示す（環境疲労考慮あり）
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表 6 下鏡，支持スカートの解析コード 

解析ｺｰﾄﾞ 
TACF Ver.0 温度分布解析用 

ASHSD2-B Ver.0 応力解析用 

要素種類 

要素次数 

節点数 

要素数 

【解析モデル】 【評価点】 

図 3 下鏡，支持スカートの解析モデルおよび評価点 

：下鏡の最大評価点を示す

：下鏡（支持スカートとの接合部）の

最大評価点を示す

：円筒胴，下鏡

：下鏡（支持スカートとの接合部）

：支持スカート

：支持スカートの最大評価点を示す
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c. 材料物性値，許容応力および外荷重条件

・各評価部位における材料物性値を表 7から表 9に示す。

・各評価部位における許容応力強さを表 10 から表 12 に示す。

・各評価部位における外荷重条件を表 13 から表 16 に示す。

表 7 主フランジ，スタッドボルトの繰返し荷重の評価に使用する材料の物性値 

材料 
E×105

(MPa) 

α×10-6

(mm／mm℃) 

Sm 

(MPa) 

S 

(MPa) 

E0×105

(MPa) 
q A0 B0

SFVQ1A 2.07 3.1 1.0 1.25 

SNB24-3 2.07 － － － 

表 8 給水ノズルの繰返し荷重の評価に使用する材料の物性値 

材料 
E×105

(MPa) 

α×10-6

(mm／mm℃) 

Sm 

(MPa) 

S 

(MPa) 

E0×105

(MPa) 
q A0 B0 

SFVQ1A 2.07 3.1 1.0 1.25 

表 9 下鏡，支持スカートの繰返し荷重の評価に使用する材料の物性値 

材料 
E×105

(MPa) 

α×10-6

(mm／mm℃) 

Sm 

(MPa) 

S 

(MPa) 

E0×105

(MPa) 
q A0 B0 

SFVQ1A 2.07 3.1 1.0 1.25 

〈記号の説明〉 

 E

 α

 Sm

 S

：運転温度（   ℃）に対する縦弾性係数 

：運転温度（   ℃）に対する瞬時熱膨張係数 

：運転温度（   ℃）に対する設計応力強さ 

：設計・建設規格 図 添付 4-2-1 の設計疲労線図より読み取った Su≦550MPa の 106

回に対する繰返しピーク応力強さまたは設計・建設規格 図 添付 4-2-4 の曲線 2

の 106回に対する繰返しピーク応力強さ 

 Eo    ：設計・建設規格 添付 4-2 に記載された縦弾性係数 

q，Ao，Bo：設計・建設規格 表 PVB-3315-1 に示された簡易弾塑性解析に使用する係数 
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表 10 主フランジ，スタッドボルトの許容応力強さ 

応力分類 
主ﾌﾗﾝｼﾞ：一次＋二次応力 

ｽﾀｯﾄﾞﾎﾞﾙﾄ：平均引張応力+曲げ応力

供用状態 A,B 

温度（℃） 

許容応力 3・Sm 

SFVQ1A（MPa） 552 

SNB24-3（MPa） 759 

表 11 給水ノズルの許容応力強さ 

応力分類 一次＋二次応力 

供用状態 A,B 

温度（℃） 

許容応力 3・Sm 

SFVQ1A（MPa） 552 

表 12 下鏡，支持スカートの許容応力強さ 

応力分類 一次＋二次応力 

供用状態 A,B 

温度（℃） 

許容応力 3・Sm 

SFVQ1A（MPa） 552 

表 13 主フランジ，スタッドボルトの外荷重条件 

荷重名称 値（kN） 

ﾎﾞﾙﾄ締付力
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表 14 給水ノズルの外荷重条件（ノズル） 

条件 
力（kN） ﾓｰﾒﾝﾄ（kN・m）

H Fz M Mz 

設計機械的荷重 

死荷重 

熱変形力 

表 15 給水ノズルの外荷重条件（サーマルスリーブ） 

条件 
力（kN） ﾓｰﾒﾝﾄ（kN・m）

H Fz M Mｚ 

設計機械的荷重 

死荷重 

（流体反力含む） 

熱変形力 
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表 16 下鏡，支持スカートの外荷重条件 

運転状態 
鉛直力（kN） 

水平力

（kN） 

ﾓｰﾒﾝﾄ

（kN・

m） 

V1 V2 V3 H M

設計機械的荷重 

死荷重 
燃料交換時 

通常時 

制御棒貫通孔 

ｽｸﾗﾑ反力

冷却材喪失事故時 

のｼﾞｪｯﾄ反力 

d. 最大評価点

各部位の評価結果および最大評価点を表 17 から表 19 に示す。

表 17 主フランジ，スタッドボルトの評価結果 

分類 疲れ累積係数 

評価点 Uf 許容値 

P01 0.0001 1 

P02 0.0078 1 

P03 0.0001 1 

P04 0.0066 1 

P05 0.1887 1 

P06 0.1100 1 

P07 0.3830 1 

P08 0.0149 1 

：最大評価点を示す。

主フランジ

スタッドボルト
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表 18 給水ノズルの評価結果 
分類 疲れ累積係数 

部位 評価点 Uf 環境条件 許容値 

ﾉｽﾞﾙ

ｾｰﾌｴﾝﾄﾞ

SFVC2B 

P01 0.0935  給水 

1 

P01' 0.0302  給水 

P02 0.0114 ― 

P02' 0.0206 ― 

P03 0.0226  給水 

P03' 0.0136  給水 

P04 0.0003  ― 

P04' 0.0002  ― 

P05 0.0100  炉水 

P05' 0.0019  炉水 

P06 0.0009  ― 

P06' 0.0002  ― 

P07 0.0003  炉水 

P07' 0.0004  炉水 

P08 0.0002  ― 

P08' 0.0003  ― 

P09 0.0272  給水 

P09' 0.0284 給水 

P10 0.0030 炉水 

P10' 0.0016  炉水 

P11 0.0130  給水 

P11' 0.0125  給水 

P12 0.0158  炉水 

P12' 0.0161  炉水 

P13 0.0088  給水 

P13' 0.0088  給水 

P14 0.0069  炉水 

P14' 0.0070  炉水 

ﾉｽﾞﾙｴﾝﾄﾞ

P15 0.0003  炉水 

1 
P15' 0.0004  炉水 

P16 0.0024  ― 

P16' 0.0007  ― 

ｻｰﾏﾙｽﾘｰﾌﾞ

NCF600 

P17 0.0002  給水 

1 

P17' 0.0002  給水 

P18 0.0003  炉水 

P18' 0.0003  炉水 

P19 0.0051  給水 

P19' 0.0051  給水 

P20 0.0034  炉水 

P20' 0.0034  炉水 

ｻｰﾏﾙｽﾘｰﾌﾞ

P21 0.0251  給水 

P21' 0.0249  給水 

P22 0.0115 炉水 

P22' 0.0115  炉水 

管台 

P23 0.0290  炉水 

1 
P23' 0.0345  炉水 

P24 0.0250  ― 

P24' 0.0157  ― SFVQ1A 

SFVQ1A 

SUS316TP 

：最大評価点（環境疲労考慮なし）

：最大評価点（環境疲労考慮あり）
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表 19 下鏡，支持スカートの評価結果 

分類 疲れ累積係数

評価点 Uf 許容値

P01 0.0006 1 

P01' 0.0006 1 

P02 0.0006 1 

P02' 0.0006 1 

P03 0.0000 1 

P03' 0.0000 1 

P04 0.0000 1 

P04' 0.0000 1 

P05 0.0011 1 

P05' 0.0011 1 

P06 0.0000 1 

P06' 0.0000 1 

P07 0.0000 1 

P07' 0.0000 1 

P08 0.0017 1 

P08' 0.0017 1 

P09 0.0034 1 

P09' 0.0034 1 

P10 0.0045 1 

P10' 0.0045 1 

P11 0.0032 1 

P11' 0.0032 1 

P12 0.0005 1 

P12' 0.0005 1 

P13 0.0070 1 

P13' 0.0070 1 

P14 0.0003 1 

P14' 0.0003 1 

P15 0.2306 1 

P15' 0.2306 1 

P16 0.0137 1 

P16' 0.0137 1 

P17 0.0000 1 

P17' 0.0000 1 

P18 0.0031 1 

P18' 0.0031 1 

P19 0.0049 1 

P19' 0.0049 1 

P20 0.0027 1 

P20' 0.0027 1 

下鏡

支持スカート

：最大評価点を示す

下鏡（支持スカートとの接合部） 
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e. 疲労評価結果

最大評価点における疲労評価結果を表 20 から表 25に示す。

〈記号の説明〉

Sn ：供用状態 A，Bにおける一次＋二次応力の応力最大範囲 

Ke ：簡易弾塑性解析に用いる繰返しピーク応力強さの補正係数 

Sp ：一次＋二次＋ピーク応力の応力差範囲 

Sℓ ：繰返しピーク応力強さ 

Sℓ’：補正繰返しピーク応力強さ 

Na ：Sℓ’に対応する許容繰返し回数 

Nc ：実際の繰返し回数 

Uf  ：疲れ累積係数 

表 20 主フランジの疲労評価結果 

応力評価点 － P02 

材料 － SFVQ1A 

No. 
Sn 

（MPa） 
Ke 

Sp 

（MPa） 

Sℓ 

（MPa） 

Sℓ’ 

（MPa） 
Na Nc Nc／Na 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

疲れ累積係数 Uf＝ 0.0078 
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表 21 スタッドボルトの疲労評価結果 

応力評価点 － P07 

材料 － SNB24-3 

No. 
Sp 

（MPa） 

Sℓ 

（MPa） 

 Sℓ’ 

（MPa） 
Na Nc Nc／Na 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

疲れ累積係数 Uf＝ 0.3830 
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表 22 給水ノズルの疲労評価結果※1 

応力評価点 － P23’ 

材料 － SFVQ1A 

No. 
Sn 

（MPa） 
Ke 

Sp 

（MPa） 

Sℓ 

（MPa） 

 Sℓ’ 

（MPa） 
Na Nc Nc／Na 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

疲れ累積係数 Uf＝ 0.0345 

※1：環境疲労を考慮した最大点の結果を示す。
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表 23 下鏡の疲労評価結果 

応力評価点 － P13 

材料 － SFVQ1A 

No. 
Sn 

（MPa） 
Ke 

Sp 
（MPa） 

Sℓ 
（MPa） 

 Sℓ’ 
（MPa） 

Na Nc Nc／Na 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

疲れ累積係数 Uf＝ 0.0070 

表 24 下鏡（支持スカートとの接合部）の疲労評価結果 

応力評価点 － P15 

材料 － SFVQ1A 

No. 
Sn 

（MPa） 
Ke 

Sp 
（MPa） 

Sℓ 
（MPa） 

 Sℓ’ 
（MPa） 

Na Nc Nc／Na 

1 

2 

3 

4 

5 

疲れ累積係数 Uf＝ 0.2306 

表 25 支持スカートの疲労評価結果 

応力評価点 － P19 

材料 － SQV2A 

No. 
Sn 

（MPa） 
Ke 

Sp 
（MPa） 

Sℓ 
（MPa） 

 Sℓ’ 
（MPa） 

Na Nc Nc／Na 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

疲れ累積係数 Uf＝ 0.0049 
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②環境疲労評価手法に基づく評価

環境を考慮した疲れ累積係数の算出根拠は以下のとおりである。なお，疲れ累積係数は小

数点以下 5桁目を切り上げて表記しているが，計算過程では端数処理を行わず算出した。 

〈記号の説明〉 

Sn  ：供用状態 A，Bにおける一次＋二次応力の応力最大範囲 

Ke  ：簡易弾塑性解析に用いる繰返しピーク応力強さの補正係数 

Sp  ：一次＋二次＋ピーク応力の応力差範囲 

Sℓ  ：繰返しピーク応力強さ 

Sℓ’：補正繰返しピーク応力強さ 

Na  ：Sℓ’に対応する許容繰返し回数 

Nc  ：実際の繰返し回数 

Uf  ：疲れ累積係数 

Uen ：環境を考慮した疲れ累積係数 

Fen,sc ：係数倍法による環境効果補正係数 

Fen,det：詳細評価手法による環境効果補正係数 

a. 給水ノズルの評価結果

給水ノズルの評価結果を表 26 に示す。

表 26 給水ノズルの環境疲労評価結果 

応力評価点 － P23’ 

材   料 － SFVQ1A 

応 力 差  －  

No. 
Sn 

（MPa） 
Ke 

Sp 

（MPa） 

Sℓ 

（MPa） 

 Sℓ’ 

（MPa） 
Na Nc Nc／Na Fen，det Uen 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

Uf＝ 0.0345 Uen＝ 0.4104 
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・環境効果を考慮した疲労評価（環境疲労評価）は，過渡中でひずみが連続して増加する範囲

で細かく評価区分を分割して評価する詳細評価手法を用いた。

・詳細評価手法に用いた応力変動の時刻歴データについては図 4に，応力サイクルの組合せで

の Fen,det を表 27 に示す。

なお，評価に用いた環境条件は以下のとおりである。

硫黄含有量（％） ：S＝     （ミルシート） 

溶存酸素濃度（ppm）：O＝運転条件により変化※1 

※1：詳細は別紙 4に記載。

図 4 給水ノズルの応力変動の時刻歴データ 
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表 27 応力サイクルの組合せでの Fen,det 

No. 過渡 A 過渡 B Fen,det

時点 Fen,det Δε 時点 Fen,det Δε 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

9 

10 

11 

12 

13 

14 

15 

・応力サイクルの組合せでの Fen,det は，以下の式から求めた。

・環境効果を考慮した疲れ累積係数を以下の式により求めた。

Uen 𝑈𝑓𝑖 𝐹𝑒𝑛,𝑑𝑒𝑡, 𝑖

＝0.4104 
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b. 下鏡の評価結果

下鏡の環境疲労評価は以下のプロセスにより算出した。 

・環境効果を考慮した疲労評価（環境疲労評価）は環境を考慮しない疲れ累積係数に，対

象部位での環境効果補正係数の最大値を乗じて算出した。

Uen＝Uf×Fen,sc 

・環境条件

硫黄含有量（％） ：S＝      （ミルシート） 

解析温度（℃）  ：Ｔ ＝302（最高使用温度） 

溶存酸素濃度（ppm）：O＞0.7（溶存酸素濃度最大値） 

上記の環境条件より求めた各パラメータを以下に示す。 

 S*＝ln（12.32）＋97.92×     ＝ 

T*＝ln（0.398）+0.0170×302＝4.2127  

O*＝ln（53.5）＝3.9797 

・以下の係数倍法による算出式に各パラメータを代入して，環境効果補正係数を求めた。

（炭素鋼・低合金鋼およびこれらの溶接部）（BWR プラント環境）

Fen,sc＝ exp（0.08205×S*×T*×O*）（DO＞0.7ppm）

＝  exp（0.08205×  ×4.2127×3.9797）

＝

・環境を考慮した疲れ累積係数を以下の式により算出した。

Uen＝Uf×Fen,sc

＝0.3254 
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代表機器以外の疲れ累積係数の算出根拠について 

（1）ポンプおよび配管の疲労評価

①設計・建設規格に基づく評価

ポンプおよび配管の疲労評価は，設計・建設規格 クラス 1配管に基づき実施しており，評価対

象部位の疲れ累積係数の算出根拠（a. 過渡回数，b. 解析モデル，c. 材料物性値，d. 最大評価

点，e. 疲労評価結果）は以下のとおりである。 

a. 過渡回数

原子炉再循環ポンプ，原子炉再循環系配管，主蒸気系配管および給水系配管の疲労評価に用いた

60 年目の推定過渡回数を表 1から表 3に示す。 

表 1 原子炉再循環ポンプ，原子炉再循環系配管に用いた過渡回数 

運転条件 

運転実績に基づく過渡回

数 

（2015 年 7 月末時点） 

60 年目の推定 

過渡回数 

ﾎﾞﾙﾄ締付 20 45 

耐圧試験 24 55 

起動（昇温，ﾀｰﾋﾞﾝ起動） 36 74 

夜間低出力運転（75%出力） 40 81 

週末低出力運転（50%出力） 34 84 

制御棒ﾊﾟﾀｰﾝ変更 58 143 

給水加熱機能喪失（発電機ﾄﾘｯﾌﾟ） 0 1 

給水加熱機能喪失（給水加熱器部分ﾊﾞｲﾊﾟｽ） 0 1

ｽｸﾗﾑ（ﾀｰﾋﾞﾝﾄﾘｯﾌﾟ） 1 2 

ｽｸﾗﾑ（その他ｽｸﾗﾑ） 4 7 

停止（ﾀｰﾋﾞﾝ停止，高温待機，冷却，容器満

水，満水後冷却） 
36 74 

ﾎﾞﾙﾄ取り外し 21 46 

ｽｸﾗﾑ（原子炉給水ﾎﾟﾝﾌﾟ停止） 0 1 

ｽｸﾗﾑ（逃がし安全弁誤作動） 0 1 

別紙 6
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表 2 主蒸気系配管に用いた過渡回数 

運転条件 
運転実績に基づく過渡回数 

（2015 年 7 月末時点） 

60 年目の推定 

過渡回数 

ﾎﾞﾙﾄ締付 20 45 

耐圧試験 24 55 

起動（昇温，ﾀｰﾋﾞﾝ起動） 36 74 

夜間低出力運転（75%出力） 40 81 

週末低出力運転（50%出力） 34 84 

制御棒ﾊﾟﾀｰﾝ変更 58 143 

給水加熱機能喪失（発電機ﾄﾘｯﾌﾟ） 0 1 

給水加熱機能喪失（給水加熱器部分ﾊﾞｲﾊﾟｽ） 0 1

ｽｸﾗﾑ（ﾀｰﾋﾞﾝﾄﾘｯﾌﾟ） 1 2 

ｽｸﾗﾑ（その他ｽｸﾗﾑ） 4 7 

停止（ﾀｰﾋﾞﾝ停止，高温待機，冷却，容器満

水，満水後冷却） 
36 74 

ﾎﾞﾙﾄ取り外し 21 46 

ｽｸﾗﾑ（原子炉給水ﾎﾟﾝﾌﾟ停止） 0 1 

ｽｸﾗﾑ（逃がし安全弁誤作動） 0 1 

表 3 給水系配管に用いた過渡回数 

運転条件 
運転実績に基づく過渡回数 

（2015 年 7 月末時点） 

60 年目の推定 

過渡回数 

ﾎﾞﾙﾄ締付 20 45 

耐圧試験 24 55 

起動（昇温，ﾀｰﾋﾞﾝ起動） 36 74 

夜間低出力運転（75%出力） 40 81 

週末低出力運転（50%出力） 34 84 

制御棒ﾊﾟﾀｰﾝ変更 58 143 

給水加熱機能喪失（発電機ﾄﾘｯﾌﾟ） 0 1 

給水加熱機能喪失（給水加熱器部分ﾊﾞｲﾊﾟｽ） 0 1

ｽｸﾗﾑ（ﾀｰﾋﾞﾝﾄﾘｯﾌﾟ） 1 2 

ｽｸﾗﾑ（その他ｽｸﾗﾑ） 4 7 

停止（ﾀｰﾋﾞﾝ停止，高温待機，冷却，容器満

水，満水後冷却） 
36 74 

ﾎﾞﾙﾄ取り外し 21 46 

ｽｸﾗﾑ（原子炉給水ﾎﾟﾝﾌﾟ停止） 0 1 

ｽｸﾗﾑ（逃がし安全弁誤作動） 0 1 
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b. 解析モデル

疲労評価に用いた解析モデルおよび評価点を図 1から図 3に示す。なお，解析コードは HISAP を

使用した。 

・原子炉再循環ポンプおよび原子炉再循環系配管の解析モデルを図 1に示す。

・主蒸気系配管の解析モデルを図 2に示す。

・給水系配管の解析モデルを図 3に示す。

図 1 原子炉再循環ポンプおよび原子炉再循環系配管 解析モデル評価点 

原子炉圧力容器ノズル

最大評価点

（合流部）

評価部位

（ポンプ入口）

原子炉格納容器貫通部 X-32A 

原子炉格納容器貫通部 X-33 
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図 2 主蒸気系配管 解析モデル評価点 

図 3 給水系配管 解析モデル評価点 

原子炉圧力容器ノズル

最大評価点

（分岐部）

原子炉格納容器貫通部 X-12A 
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c. 材料物性値

評価に使用した熱膨張係数（最大評価点の数値）を以下に示す。

・原子炉再循環ポンプ：16.54×10-6 mm/mm℃ （SUS316TP）

・原子炉再循環系配管：16.54×10-6 mm/mm℃ （SUSF316）

・主蒸気系配管：12.92×10-6 mm/mm℃ （STS49）

・給水系配管：12.24×10-6 mm/mm℃ （SFVC2B）

d. 最大評価点

各配管の評価結果を表 4から表 6に示す。なお，原子炉再循環ポンプ（ケーシング入口ノズル－

配管との溶接部）は 1箇所のみであるため，最大評価点の選定は不要である。 

表 4 原子炉再循環ポンプおよび原子炉再循環系配管の評価結果 

Uf 

：最大値（ﾎﾟﾝﾌﾟ）となる箇所を示す。 

：最大値（配管）となる箇所を示す。 
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表 5 主蒸気系配管の評価結果 

：最大値となる箇所を示す。
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表 6 給水系配管の評価結果 
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e. 疲労評価結果

最大評価点における各配管の疲労評価結果を表 7から表 10 に示す。

表 7 原子炉再循環ポンプ（ケーシング入口ノズル－配管との溶接部）の疲労評価結果 
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表 8 原子炉再循環系配管の疲労評価結果 
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表 9 主蒸気系配管の疲労評価結果 



別
紙

6
-1
1 

表 10 給水系配管の疲労評価結果 
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②環境疲労評価手法に基づく評価

環境を考慮した疲れ累積係数の算出根拠は以下のとおりである。なお，疲れ累積係数は小数点

以下 5桁目を切り上げて表記しているが，計算過程では端数処理を行わず算出した。 

＜記号の説明＞ 

Uf   ：疲れ累積係数 

Uen   ：環境を考慮した疲れ累積係数 

Fen,sc：係数倍法による環境効果補正係数 

a.原子炉再循環ポンプおよび原子炉再循環系配管の評価結果

原子炉再循環ポンプ（ケーシング入口ノズル－配管との溶接部）の評価結果を表 11 に，原子炉

再循環系配管の評価結果を表 12 に示す。 
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表 11（1／2） 原子炉再循環ポンプ（ケーシング入口ノズル－配管との溶接部）の評価結果 
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表 11（2／2） 原子炉再循環ポンプ（ケーシング入口ノズル－配管との溶接部）の評価結果 
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表 12（1／2） 原子炉再循環系配管の評価結果 
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表 12（2／2） 原子炉再循環系配管の評価結果 
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原子炉再循環ポンプ（ケーシング入口ノズル－配管との溶接部）および原子炉再循環系配管の環

境疲労評価は，以下のプロセスにより算出した。 

・環境効果を考慮した疲労評価（環境疲労評価）は，環境を考慮しない疲れ累積係数に，各運転条

件での環境効果補正係数の最大値を乗じて，その合計値を算出した。

Uen＝Uf×Fen,sc

・環境条件

解析温度（℃）：T＝運転条件により変化（事象毎で最大となる温度を用いる。） 

・以下の係数倍法による算出式に解析温度を代入して，各運転条件での環境効果補正係数を求め

た。 

（オーステナイト系ステンレス鋼およびこれらの溶接部）（BWR プラント環境）

Fen,sc＝exp（11.119×T*） 

T* ＝0.000969×T 

・環境を考慮した疲れ累積係数は，以下の式により算出した。

【原子炉再循環ポンプ（ケーシング入口ノズル－配管との溶接部）】 

Uen＝Uf×Fen,sc＝∑ Ufi Fen, sc, i

＝0.0036 

【原子炉再循環系配管】 

Uen＝Uf×Fen,sc＝∑ Ufi Fen, sc, i

＝0.0663 
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b. 給水系配管の評価結果

給水系配管の評価結果を表 13 に示す。

表 13（1／2） 給水系配管の評価結果 
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表 13（2／2） 給水系配管の評価結果 
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給水系配管の環境疲労評価は，以下のプロセスにより算出した。 

・環境効果を考慮した疲労評価（環境疲労評価）は，環境を考慮しない疲れ累積係数に，各運転条

件での環境効果補正係数の最大値を乗じて，その合計値を算出した。 

Uen＝Uf×Fen,sc 

・環境条件

硫黄含有量（%）  S＝     （ミルシート） 

解析温度（℃）   T＝運転条件により変化（事象毎で最大となる温度） 

溶存酸素濃度（ppm）O＝運転条件により変化※1（事象毎で最大となる溶存酸素濃度） 

※1：別紙 4に基づき設定。

・以下の係数倍法による算出式に各パラメータを代入して，各運転条件での環境効果補正係数を求

めた。（炭素鋼・低合金鋼およびこれらの溶接部）（BWR プラント環境）

Fen,sc＝exp（0.07066×S*×T*×O*） （DO≦0.7ppm）

Fen,sc＝exp（0.08205×S*×T*×O*） （DO＞0.7ppm）

S*＝ln（12.32）＋97.92×S 

T*＝0.0358×T （T＜50℃） 

T*＝ln（6） （50℃≦T≦160℃） 

T*＝ln（0.398）＋0.0170×T （T＞160℃） 

O*＝ln（3.28） （DO＜0.02ppm） 

O*＝ln（70.79）＋0.7853×ln（DO） （0.02≦DO≦0.7ppm） 

O*＝ln（53.5）           （DO＞0.7ppm） 

・環境効果を考慮した疲れ累積係数を以下の式により求めた。

Uen＝Uf×Fen,sc＝∑ Ufi Fen, sc, i

＝0.1387
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（2）弁の疲労評価

① 設計・建設規格に基づく評価

弁の疲労評価に係る各評価対象部位の疲れ累積係数の算出根拠（a. 過渡回数，b. 評価対象部

位，c. 弁箱の仕様，d. 応力分類，e. 疲労評価結果）については，設計・建設規格 クラス１弁に

基づき実施しており，以下のとおりである。 

a. 過渡回数

疲労評価に用いた過渡回数を表 14 から表 17 に示す。

表 14 原子炉再循環ポンプ出口弁に用いた過渡回数 

運転条件 
運転実績に基づく過渡回数 

（2015 年 7 月末時点） 

60 年目の推定 

過渡回数 

ﾎﾞﾙﾄ締付 20 45 

耐圧試験 24 55 

起動（昇温，ﾀｰﾋﾞﾝ起動） 36 74 

夜間低出力運転（75%出力） 40 81 

週末低出力運転（50%出力） 34 84 

制御棒ﾊﾟﾀｰﾝ変更 58 143 

給水加熱機能喪失（発電機ﾄﾘｯﾌﾟ） 0 1 

給水加熱機能喪失（給水加熱器部分ﾊﾞｲﾊﾟｽ） 0 1

ｽｸﾗﾑ（ﾀｰﾋﾞﾝﾄﾘｯﾌﾟ） 1 2 

ｽｸﾗﾑ（その他ｽｸﾗﾑ） 4 7 

停止（ﾀｰﾋﾞﾝ停止，高温待機，冷却，容器満

水，満水後冷却） 
36 74 

ﾎﾞﾙﾄ取り外し 21 46 

ｽｸﾗﾑ（原子炉給水ﾎﾟﾝﾌﾟ停止） 0 1 

ｽｸﾗﾑ（逃がし安全弁誤作動） 0 1 
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表 15 残留熱除去ポンプ炉水戻り弁に用いた過渡回数 

運転条件 
運転実績に基づく過渡回数 

（2015 年 7 月末時点） 

60 年目の推定 

過渡回数 

ﾎﾞﾙﾄ締付 20 45 

耐圧試験 24 55 

起動（昇温，ﾀｰﾋﾞﾝ起動） 36 74 

夜間低出力運転（75%出力） 40 81 

週末低出力運転（50%出力） 34 84 

制御棒ﾊﾟﾀｰﾝ変更 58 143 

給水加熱機能喪失（発電機ﾄﾘｯﾌﾟ） 0 1 

給水加熱機能喪失（給水加熱器部分ﾊﾞｲﾊﾟｽ） 0 1

ｽｸﾗﾑ（ﾀｰﾋﾞﾝﾄﾘｯﾌﾟ） 1 2 

ｽｸﾗﾑ（その他ｽｸﾗﾑ） 4 7 

停止（ﾀｰﾋﾞﾝ停止，高温待機，冷却，容器満

水，満水後冷却） 
36 74 

ﾎﾞﾙﾄ取り外し 21 46 

ｽｸﾗﾑ（原子炉給水ﾎﾟﾝﾌﾟ停止） 0 1 

ｽｸﾗﾑ（逃がし安全弁誤作動） 0 1 

表 16 原子炉給水内側隔離逆止弁に用いた過渡回数 

運転条件 
運転実績に基づく過渡回数 

（2015 年 7 月末時点） 

60 年目の推定 

過渡回数 

ﾎﾞﾙﾄ締付 20 45 

耐圧試験 24 55 

起動（昇温，ﾀｰﾋﾞﾝ起動） 36 74 

夜間低出力運転（75%出力） 40 81 

週末低出力運転（50%出力） 34 84 

制御棒ﾊﾟﾀｰﾝ変更 58 143 

給水加熱機能喪失（発電機ﾄﾘｯﾌﾟ） 0 1 

給水加熱機能喪失（給水加熱器部分ﾊﾞｲﾊﾟｽ） 0 1

ｽｸﾗﾑ（ﾀｰﾋﾞﾝﾄﾘｯﾌﾟ） 1 2 

ｽｸﾗﾑ（その他ｽｸﾗﾑ） 4 7 

停止（ﾀｰﾋﾞﾝ停止，高温待機，冷却，容器満

水，満水後冷却） 
36 74 

ﾎﾞﾙﾄ取り外し 21 46 

ｽｸﾗﾑ（原子炉給水ﾎﾟﾝﾌﾟ停止） 0 1 

ｽｸﾗﾑ（逃がし安全弁誤作動） 0 1 
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表 17 主蒸気隔離弁に用いた過渡回数 

運転条件 
運転実績に基づく過渡回数 

（2015 年 7 月末時点） 

60 年目の推定 

過渡回数 

ﾎﾞﾙﾄ締付 20 45 

耐圧試験 24 55 

起動（昇温，ﾀｰﾋﾞﾝ起動） 36 74 

夜間低出力運転（75%出力） 40 81 

週末低出力運転（50%出力） 34 84 

制御棒ﾊﾟﾀｰﾝ変更 58 143 

給水加熱機能喪失（発電機ﾄﾘｯﾌﾟ） 0 1 

給水加熱機能喪失（給水加熱器部分ﾊﾞｲﾊﾟｽ） 0 1

ｽｸﾗﾑ（ﾀｰﾋﾞﾝﾄﾘｯﾌﾟ） 1 2 

ｽｸﾗﾑ（その他ｽｸﾗﾑ） 4 7 

停止（ﾀｰﾋﾞﾝ停止，高温待機，冷却，容器満

水，満水後冷却） 
36 74 

ﾎﾞﾙﾄ取り外し 21 46 

ｽｸﾗﾑ（原子炉給水ﾎﾟﾝﾌﾟ停止） 0 1 

ｽｸﾗﾑ（逃がし安全弁誤作動） 0 1 
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ｂ. 評価対象部位 

疲れ累積係数に用いた弁の評価対象部位を図 4に示す。 

原子炉再循環ポンプ出口弁 残留熱除去ポンプ炉水戻り弁 

原子炉給水内側隔離逆止弁 主蒸気隔離弁 

図 4 弁評価対象部位 
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c.弁箱の仕様

疲労評価に使用した弁箱の仕様を表 18 に示す。

表 18 弁箱の仕様 

原子炉再循環 

ポンプ出口弁 

残留熱除去ポンプ

炉水戻り弁 

原子炉給水内側

隔離逆止弁 
主蒸気隔離弁 

設計条件 単位 

最高使用圧力 MPa 10.40 10.40 8.62 8.62 

最高使用温度 ℃ 302 302 302 302 

接続管外径 mm 508.0 267.4 457.2 609.6 

接続管内径 mm 447.0 216.6 409.6 547.8 

内圧による一次応力[VVB-3320] 

Pr1 MPa 

Pr2 MPa 

d mm 

Tb mm 

Tr mm 

Af mm2 

Am mm2 

r1 mm 

配管反力による弁箱の応力評価[VVB-3330] 

Z1 mm3 

Z2 mm3 

Zp mm3 

弁箱の一次＋二次応力評価[VVB-3340] 

te mm 

Te1 mm 

Te2 mm 

ri mm 

θ ° 

α×10-6 mm/mm℃ 16.95 12.69 12.69 12.69 

Ｅ MPa 178000 188000 188000 188000 

△Pfm MPa 

△Tfm ℃ 

＜記号の説明＞ 

Pr1：設計・建設規格の別表 1-1 に規定する許容圧力の欄のうち，最高使用圧力より低く，かつ，最も

近い呼び圧力の項の許容圧力 

Pr2：設計・建設規格の別表 1-1 に規定する許容圧力の欄のうち，最高使用圧力より高く，かつ，最も 

近い呼び圧力の項の許容圧力 

d,Tb,Tr,r1：設計・建設規格の図 VVB-3320-1 に示す寸法 

Af：設計・建設規格の図 VVB-3320-1 に示す流体部面積 

Am：設計・建設規格の図 VVB-3320-1 に示す金属部面積 

Z1：接続管の断面係数 

Z2：設計・建設規格の図 VVB-3330-1 に示す AA 断面における断面係数 
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Zp：設計・建設規格の図 VVB-3330-1 に示す AA 断面における極断面係数 

te：設計・建設規格の図 VVB-3330-1 に示す AA 断面における金属部の厚さ 

Te1，Te2：設計・建設規格の図 VVB-3340-1 に示す直径 

ri：設計・建設規格の図 VVB-3330-1 に示す AA 断面における内半径 

θ：ネック部の中心線と流路の中心線との交角 

α：設計・建設規格の付録材料図表 Part6 表 2 に規定する材料の熱膨張係数 

Ｅ：設計・建設規格の付録材料図表 Part6 表 1 に規定する材料の縦弾性係数 

△Pfm：圧力の段階的な変化の最大値と最小値の差（起動時および停止時を除く）

△Tfm：流体温度の段階的な温度変化の最大値と最小値との差（起動時および停止時を除く）

d. 応力分類

弁箱の疲労評価にて考慮する応力を表 19 に示す。

表 19 疲労評価にて考慮する応力 

状態 考慮する応力 

供用状態 A，B 配管応力，圧力，熱による応力 

e. 疲労評価結果

各弁箱の疲労評価結果を表 20 から表 24 に示す。

＜記号の説明＞ 

△Tf：流体温度変動の振幅

Sp ：一次＋二次＋ピーク応力の応力差範囲 

Sℓ ：繰返しピーク応力強さ 

Ni ：実際の繰返し回数 

Nri ：許容繰返し回数 

Uf ：疲れ累積係数 
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表 20 原子炉再循環ポンプ出口弁の疲労評価結果 

【60 年目時点：起動・停止】 

①疲れ累積係数 Uf：0.0003

【60 年目時点：起動・停止以外】 

②疲れ累積係数 Uf：0.0013

原子炉再循環ポンプ出口弁の疲れ累積係数は，①＋②で合計 0.0016 

表 21 残留熱除去ポンプ炉水戻り弁の疲労評価結果 

【60 年目時点：起動・停止】 

①疲れ累積係数 Uf：0.0036

【60 年目時点：起動・停止以外】 

②疲れ累積係数 Uf：0.0007

残留熱除去ポンプ炉水戻り弁の疲れ累積係数は，①＋②で合計 0.0043 

Sℓ 

Sℓ 

Sℓ 

Sℓ 
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表 22 原子炉給水内側隔離逆止弁の疲労評価結果 

【60 年目時点：起動・停止】 

①疲れ累積係数 Uf：0.0159

【60 年目時点：起動・停止以外】 

②疲れ累積係数 Uf：0.0157

原子炉給水内側隔離逆止弁の疲れ累積係数は，①＋②で合計 0.0316 

Sℓ 

Sℓ 
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表 23 主蒸気隔離弁の疲労評価結果 

【60 年目時点：起動・停止】 

①疲れ累積係数 Uf：0.0088

【60 年目時点：起動・停止以外】 

②疲れ累積係数 Uf：0.0041

主蒸気隔離弁の疲れ累積係数は，①＋②で合計 0.0129 

②環境疲労評価手法に基づく評価

環境を考慮した疲れ累積係数の算出根拠は以下のとおりである。なお，疲れ累積係数は小数点以

下 5桁目を切り上げて表記しているが，計算過程では 8桁目を四捨五入して算出した。 

＜記号の説明＞ 

Uf   ：疲れ累積係数 

Uen   ：環境を考慮した疲れ累積係数 

Fen,sc：係数倍法による環境効果補正係数 

a. 原子炉再循環ポンプ出口弁の評価結果

 原子炉再循環ポンプ出口弁の環境疲労評価は以下のプロセスにより算出した。 

・環境効果を考慮した疲労評価（環境疲労評価）は，環境を考慮しない疲れ累積係数に，各運転条

Sℓ 

Sℓ 
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件で算出した環境効果補正係数の最大値を乗じて算出した。 

Uen＝Uf×Fen,sc 

・環境条件

解析温度（℃）：T＝289（起動（昇温）時の最高温度）

・以下の係数倍法による算出式に解析温度を代入して，環境効果補正係数を求めた。

（オーステナイト系ステンレス鋼およびこれらの溶接部）（BWR プラント環境）

Fen,sc＝exp（11.119×T*） 

T* ＝0.000969×T＝0.000969×289＝0.280041 

Fen,sc＝exp（11.119×0.280041） 

＝22.50586 

・環境を考慮した疲れ累積係数は，以下の式により算出した。

Uen＝Uf（起動・停止）×Fen,sc＋Uf（起動・停止外）×Fen,sc 

＝0.0361 
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b. 残留熱除去ポンプ炉水戻り弁の評価結果

残留熱除去ポンプ炉水戻り弁の環境疲労評価は以下のプロセスにより算出した。

・環境効果を考慮した疲労評価（環境疲労評価）は，環境を考慮しない疲れ累積係数に，各運転条

件で算出した環境効果補正係数の最大値を乗じて算出した。

Uen＝Uf×Fen,sc

・環境条件（環境補正係数が最大となる緒元の組合わせ）

硫黄含有量（%）  ：S＝     （ミルシート）

解析温度（℃）  ：T＝55℃（耐圧試験時の温度）

溶存酸素濃度（ppm）：O＞0.7※1（耐圧試験時の溶存酸素濃度）

※1：別紙 4に基づき設定。

上記の環境条件により求めた環境パラメータを以下に示す。 

S*＝ln（12.32）＋97.92×       ＝ 

T*＝ln（6）＝1.791759（50≦T≦160℃） O*＝

ln（53.5）＝3.979682（DO＞0.7ppm） 

・以下の係数倍法による算出式に各パラメータを代入して，各運転条件での環境効果補正係数を求

めた。（炭素鋼・低合金鋼およびこれらの溶接部）（BWR プラント環境）

Fen,sc＝exp（0.08205×S*×T*×O*）（DO＞0.7ppm） 

×1.791759×3.979682） ＝exp（0.08205×         

＝

・環境を考慮した疲れ累積係数は，以下の式により算出した。

Uen＝Uf（起動・停止）×Fen,sc＋Uf（起動・停止外）×Fen,sc 

＝0.0296 
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c. 原子炉給水内側隔離逆止弁の評価結果

原子炉給水内側隔離逆止弁の環境疲労評価は以下のプロセスにより算出した。

・環境効果を考慮した疲労評価（環境疲労評価）は，環境を考慮しない疲れ累積係数に，各運転条

件で算出した環境効果補正係数の最大値を乗じて算出した。

Uen＝Uf×Fen,sc

・環境条件（環境補正係数が最大となる緒元の組合わせ）

硫黄含有量（%）  ：S＝      （ミルシート）

解析温度（℃）   ：T＝276℃（スクラム（原子炉給水ポンプ停止）時の温度）

溶存酸素濃度（ppm）：O＝0.08※1（スクラム（原子炉給水ポンプ停止）時の溶存酸素濃度） 

※1：別紙 4に基づき設定。

上記の環境条件により求めた環境パラメータを以下に示す。 

S*＝ln（12.32）＋97.92×       ＝  

T*＝ln（0.398）＋0.0170×276＝3.770697（T＞160℃） 

O*＝ln（70.79）＋0.7853×ln（0.08）＝2.276263（0.02≦DO≦0.7ppm） 

・以下の係数倍法による算出式に各パラメータを代入して，各運転条件での環境効果補正係数を求

めた。（炭素鋼・低合金鋼およびこれらの溶接部）（BWR プラント環境）

Fen,sc＝exp（0.07066×S*×T*×O*）（DO≦0.7ppm） 

＝exp（0.07066×  ×3.770697×2.276263）

＝ 

・環境を考慮した疲れ累積係数は，以下の式により算出した。

Uen＝Uf（起動・停止）×Fen,sc＋Uf（起動・停止外）×Fen,sc 

＝0.2786
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（3）炉内構造物の疲労評価

①設計・建設規格に基づく評価

炉内構造物の疲労評価に係る各評価対象部位の疲れ累積係数の算出根拠（a. 過渡回数，b. 解析

コードおよび解析モデル，c. 材料物性値，許容応力および外荷重条件，d. 最大評価点，e. 疲労評

価結果）については以下のとおりである。 

a. 過渡回数

疲労評価に用いた過渡回数を表 24 に示す。

表24 炉心シュラウドおよびシュラウドサポート 評価用過渡条件 

運転条件 

運転実績に基づく 

過渡回数 

(2015 年 7 月末時点) 

運転開始後 

60 年目推定 

耐圧試験 24 55 

起動（昇温，ﾀｰﾋﾞﾝ起動） 36 74 

給水加熱機能喪失（発電機ﾄﾘｯﾌﾟ） 0 1 

ｽｸﾗﾑ（ﾀｰﾋﾞﾝﾄﾘｯﾌﾟ） 1 2 

ｽｸﾗﾑ（その他のｽｸﾗﾑ） 4 7 

停止（ﾀｰﾋﾞﾝ停止，高温待機，冷却，容器満水，

満水後冷却） 
36 74 

ｽｸﾗﾑ（原子炉給水ﾎﾟﾝﾌﾟ停止） 0 1 

ｽｸﾗﾑ（逃がし安全弁誤作動） 0 1 
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b. 解析コードおよび解析モデル

疲れ累積係数の算出に使用した解析コードについて表 25 に示す。

また，解析モデルおよび評価点を図 5に示す。

表 25 炉心シュラウドおよびシュラウドサポートの解析コード 

解析ｺｰﾄﾞ 
TACF Ver.0 温度分布解析用 

ASHSD2-B Ver.0 応力解析用 

要素種類 

要素次数 

節点数 

要素数 

【解析モデル】 【評価点】 

図 5 解析モデルおよび評価点 

：シュラウドサポートの最大評価点を示す。

：炉心シュラウドの最大評価点を示す。 
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c. 材料物性値，許容応力および外荷重条件

・各炉心シュラウドおよびシュラウドサポートの材料物性値を表 26 に示す。

・炉心シュラウドおよびシュラウドサポートの許容応力強さを表 27 に示す。

・炉心シュラウドおよびシュラウドサポートの外荷重条件を表 28 に示す。

表 26 炉心シュラウドおよびシュラウドサポートの 

繰返し荷重の評価に使用する材料の物性値 

材料 
E×105 

（MPa） 

α×10-6

（mm/(mm・℃)) 

Sm 

（MPa） 

S 

（MPa） 

Eo×105 

（MPa） 
q Ao Bo 

NCF600 1.95 3.1 0.7 2.15 

SUS316L 1.95 3.1 0.7 2.15 

<記号の説明> 

E

α

Sm

S

Eo

：運転温度（   ℃）に対する縦弾性係数 

：運転温度（   ℃）に対する瞬時熱膨張係数 

：運転温度（   ℃）に対する設計応力強さ 

：設計・建設規格 図 添付 4-2-2 の曲線 Cの 1011回に対する繰返しピーク応力強さ 

：設計・建設規格 添付 4-2 に記載された縦弾性係数 

q，Ao，Bo：設計・建設規格 表 PVB-3315-1 に示された簡易弾塑性解析に使用する係数 

表 27 炉心シュラウドおよびシュラウドサポートの許容応力強さ 

応力分類 一次＋二次応力 

供用状態 A,B 

温度（℃） 

許容応力 3・Sm 

NCF600（MPa） 492 

SUS316L（MPa） 288 
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表 28 炉心シュラウドおよびシュラウドサポートの外荷重条件 

荷重名称 鉛直力（kN） 水平力（kN） ﾓｰﾒﾝﾄ（kN・

m） 

V H M 

設計機械的荷重 

死荷重 

ｼﾞｪｯﾄ反力
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d. 最大評価点

炉心シュラウドおよびシュラウドサポートの評価結果を表 29 に示す。

表 29 炉心シュラウドおよびシュラウドサポートの評価結果 

分類 疲れ累積係数 

部位 評価点 Uf 許容値 

ｼｭﾗｳﾄﾞｻﾎﾟｰﾄﾚｸﾞ

NCF600 

P01 0.0000 

1 

P01’ 0.0000 

P02 0.0000 

P02’ 0.0000 

P03 0.0000 

P03’ 0.0000 

P04 0.0000 

P04’ 0.0000 

ｼｭﾗｳﾄﾞｻﾎﾟｰﾄｼﾘﾝﾀﾞ

NCF600 

P05 0.0000 

1 

P05’ 0.0000 

P06 0.0000 

P06’ 0.0000 

P07 0.0003 

P07’ 0.0003 

P08 0.0001 

P08’ 0.0001 

P09 0.0001 

P09’ 0.0001 

P10 0.0000 

P10’ 0.0000 

ｼｭﾗｳﾄﾞｻﾎﾟｰﾄﾌﾟﾚｰﾄ

NCF600 

P11 0.0001 

1 

P11’ 0.0001 

P12 0.0001 

P12’ 0.0001 

P13 0.0021 

P13’ 0.0021 

P14 0.0084 

P14’ 0.0084 

P15 0.0001 

P15’ 0.0001 

P16 0.0001 

P16’ 0.0001 

下部胴 

SUS316L 

P17 0.0123 

1 
P17’ 0.0123 

P18 0.0072 

P18’ 0.0072 

 ：炉心シュラウドの最大評価点を示す。

：シュラウドサポートの最大評価点を示す。
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e. 疲労評価結果

最大評価点における疲労評価結果を，表 30 から表 31 に示す。

<記号の説明> 

Sn   ：供用状態 A，Bにおける一次＋二次応力の応力最大範囲 

Ke   ：簡易弾塑性解析に用いる繰返しピーク応力強さの補正係数 

Sp   ：一次＋二次＋ピーク応力の応力差範囲 

Sℓ   ：繰返しピーク応力強さ 

Sℓ’ ：補正繰返しピーク応力強さ 

Na   ：Sℓ’に対応する許容繰返し回数 

Nc   ：実際の繰返し回数 

Uf   ：疲れ累積係数 

表 30 シュラウドサポートの疲労評価結果 

応力評価点 ― P14 

材料 ― NCF600 

No. 
Sn 

（MPa） 
Ke 

Sp 

（MPa） 

Sℓ 

（MPa） 

 Sℓ’ 

（MPa） 
Na Nc Nc／Na 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

7 

8 

疲れ累積係数 Uf＝ 0.0084 



別紙 6-39 

表 31 炉心シュラウドの疲労評価結果 

応力評価点 ― P17 

材料 ― SUS316L 

No. 
Sn 

（MPa） 
Ke 

Sp 

（MPa） 

Sℓ 

（MPa） 

 Sℓ’ 

（MPa） 
Na Nc Nc／Na 

1 

2 

3 

4 

5 

6 

疲れ累積係数 Uf＝ 0.0123 

②環境疲労評価手法に基づく評価

環境を考慮した疲れ累積係数の算出根拠は以下のとおりである。なお，疲れ累積係数は小数点以

下 5桁目を切り上げて表記しているが，計算過程では端数処理を行わず算出した。 

＜記号の説明＞ 

Uf   ：疲れ累積係数 

Uen   ：環境を考慮した疲れ累積係数 

Fen,sc：係数倍法による環境効果補正係数 

a. シュラウドサポートの評価結果

シュラウドサポートの環境疲労評価は以下のプロセスにより算出した。

・環境効果を考慮した疲労評価（環境疲労評価）は環境を考慮しない疲れ累積係数に，対象部位

での環境効果補正係数の最大値を乗じて算出した。

Uen＝Uf×Fen,sc 

・環境条件

解析温度（℃）：T＝302（最高使用温度） 

・以下の係数倍法による算出式に解析温度を代入して，環境効果補正係数を求めた。

（ニッケルクロム鉄合金およびこれらの溶接部）（BWR プラント環境）

Fen,sc＝exp（10.015×T*） 

T*＝0.000343×T 

Fen,sc＝ exp（10.015×0.000343×302）＝2.8219 

・環境を考慮した疲れ累積係数を以下の式により算出した。

Uen＝Uf×Fen,sc 

＝0.0236 
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b. 炉心シュラウドの評価結果

炉心シュラウドの環境疲労評価は以下のプロセスにより算出した。

・環境効果を考慮した疲労評価（環境疲労評価）は環境を考慮しない疲れ累積係数に，対

象部位での環境効果補正係数の最大値を乗じて算出した。

Uen＝Uf×Fen,sc 

・環境条件

解析温度（℃）：T＝302（最高使用温度）

・以下の係数倍法による算出式に解析温度を代入して，環境効果補正係数を求めた。

（オーステナイト系ステンレス鋼およびこれらの溶接部）（BWR プラント環境）

Fen,sc＝exp（11.119×T*） 

T*＝0.000969×T 

Fen,sc＝exp（11.119×0.000969×302） 

＝25.8896 

・環境を考慮した疲れ累積係数を以下の式により算出した。

Uen＝Uf×Fen,sc

＝0.3171 
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（4）容器（原子炉格納容器）の疲労評価

①設計・建設規格に基づく評価

容器の疲労評価に係る疲労評価に係る疲れ累積係数の算出根拠（a. 過渡回数，b. 基本寸法およ

び仕様，c. 許容繰返し回数，d. 疲労評価結果）については，設計・建設規格クラス MC 容器に基づ

き実施しており，疲れ累積係数の算出根拠は以下のとおりである。 

a. 過渡回数

疲労評価に用いた過渡回数を表 32 から表 35 に示す。

表 32 ベント管ベローズの疲労評価に用いた過渡回数 

運転条件 
運転実績に基づく過渡回数 

（2015 年 7 月末時点） 

60 年目の推定 

過渡回数 

ﾎﾞﾙﾄ締付 20 45 

耐圧試験 24 55 

起動（昇温，ﾀｰﾋﾞﾝ起動） 36 74 

夜間出力運転（75%出力） 40 81 

週末出力運転（50%出力） 34 84 

制御棒ﾊﾟﾀｰﾝ変更 58 143 

給水加熱機能喪失（発電機ﾄﾘｯﾌﾟ） 0 1 

給水加熱機能喪失（給水加熱器部分ﾊﾞｲﾊﾟｽ） 0 1

ｽｸﾗﾑ（ﾀｰﾋﾞﾝﾄﾘｯﾌﾟ） 1 2 

ｽｸﾗﾑ（その他ｽｸﾗﾑ） 4 7 

停止（ﾀｰﾋﾞﾝ停止，高温待機，冷却，容器満

水，満水後冷却） 
36 74 

ﾎﾞﾙﾄ取り外し 21 46 

ｽｸﾗﾑ（原子炉給水ﾎﾟﾝﾌﾟ停止） 0 1 

ｽｸﾗﾑ（逃がし安全弁誤作動） 0 1 

表 33 ベント管ベローズの過渡回数 

項目 

運転 

状態 

記号 

運転実績に基づ

く過渡回数(2015

年 7 月末時点) 

60 年目の推定 

過渡回数 
備考 

通常状態 N1 240 530 

表 32 に示すﾎﾞﾙﾄ締付およびﾎﾞﾙﾄ取り

外し以外の過渡回数の合計値（一の

位切り上げ） 

設計状態 N2 30 50 

設計状態相当の変位となる回数を

PCV 全体漏えい率試験の回数と考

え，表 32 に示すﾎﾞﾙﾄ取り外しの過渡

回数を用いる。（一の位切り上げ） 
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表 34 機械ペネトレーション（配管貫通部 ベローズ式）の疲労評価に用いた過渡回数 

運転条件 
運転実績に基づく過渡回数 

（2015 年 7 月末時点） 

60 年目の推定 

過渡回数 

ﾎﾞﾙﾄ締付 20 45 

耐圧試験 24 55 

起動（昇温，ﾀｰﾋﾞﾝ起動） 36 74 

夜間低出力運転（75%出力） 40 81 

週末低出力運転（50%出力） 34 84 

制御棒ﾊﾟﾀｰﾝ変更 58 143 

給水加熱機能喪失（発電機ﾄﾘｯﾌﾟ） 0 1 

給水加熱機能喪失（給水加熱器部分ﾊﾞｲﾊﾟｽ） 0 1

ｽｸﾗﾑ（ﾀｰﾋﾞﾝﾄﾘｯﾌﾟ） 1 2 

ｽｸﾗﾑ（その他ｽｸﾗﾑ） 4 7 

停止（ﾀｰﾋﾞﾝ停止，高温待機，冷却，容器満

水，満水後冷却） 
36 74 

ﾎﾞﾙﾄ取り外し 21 46 

ｽｸﾗﾑ（原子炉給水ﾎﾟﾝﾌﾟ停止） 0 1 

ｽｸﾗﾑ（逃がし安全弁誤作動） 0 1 

表 35 機械ペネトレーション（配管貫通部 ベローズ式）の過渡回数 

項目 

運転 

状態 

記号 

運転実績に基づ

く過渡回数(2015

年 7 月末時点) 

60 年目の推定 

過渡回数 
備考 

通常状態 N1 240 530 

表 34 に示すﾎﾞﾙﾄ締付およびﾎﾞ

ﾙﾄ取り外し以外の過渡回数の

合計値（一の位切り上げ） 

設計状態 N2 30 50 

設計状態相当の変位となる回

数を PCV 全体漏えい率試験の

回数と考え，表 34 に示すﾎﾞﾙﾄ

取り外しの過渡回数を用い

る。（一の位切り上げ） 
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b. 基本寸法および仕様

疲れ累積係数の算出に用いたベント管ベローズおよび機械ペネトレーション（配管貫通部 ベ

ローズ式）の形状を図 6，図 7に，基本寸法を表 36，表 38 に，仕様を表 37，表 39 に示す。

図 6 ベント管ベローズの形状 

表 36 ベント管ベローズの基本寸法 

部位 
形状 

b（mm） h（mm） t（mm） n c 

ﾍﾞﾝﾄ管ﾍﾞﾛｰｽﾞ

〈記号の説明〉 

b：ベローズの波のピッチの 2分の 1 

h：ベローズの波の高さ 

t：ベローズの板厚 

n：ベローズの波数の 2倍の値 

c：ベローズの層数 

表 37 ベント管ベローズの仕様 

部位 材料 区分 
最高使用温度 

（℃） 

最高使用圧力 

（MPa） 

縦弾性係数 

（MPa） 

ﾍﾞﾝﾄ管ﾍﾞﾛｰｽﾞ SUS304 
通常状態 57 0 192000 

設計状態 171 0.427 184000 
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図 7 機械ペネトレーション（配管貫通部 ベローズ式）の形状 

表 38 機械ペネトレーション（配管貫通部 ベローズ式）の基本寸法 

部位 
形状 

b（mm） h（mm） t（mm） n c 

主蒸気系 

配管貫通部 

（X-10A～D） 

給水系 

配管貫通部 

（X-12A,B） 

〈記号の説明〉 

b：ベローズの波のピッチの 2分の 1 

h：ベローズの波の高さ 

t：ベローズの板厚 

n：ベローズの波数の 2倍の値 

c：ベローズの層数 

表 39 機械ペネトレーション（配管貫通部 ベローズ式）の仕様 

部位 材料 区分 
最高使用温度 

（℃） 

最高使用圧力 

（MPa） 

縦弾性係数 

（MPa） 

配管貫通部 

（X-10A～D お

よび X-12A,B） 

SUS304 

通常状態 57 0 192000 

設計状態 171 0.427 184000 
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c. 許容繰返し回数

許容繰返し回数については，設計・建設規格 PVE-3810 に基づき，以下のとおり算出した。

なお，全伸縮量については，表 40 および表 41 に示す。

表 40 ベント管ベローズの全伸縮量（mm） 

部位 通常状態δ1 設計状態δ2 備考 

ﾍﾞﾝﾄ管ﾍﾞﾛｰｽﾞ 建設時工認の値 
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表 41 機械ペネトレーション（配管貫通部 ベローズ式）の全伸縮量（mm） 

貫通部番号 通常状態δ1 設計状態δ2 備考 

X-10A～D
建設時工認の値 

X-12A,B
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d. 疲労評価結果

ベント管ベローズおよび機械ペネトレーション（配管貫通部 ベローズ式）の疲労評価結果を表

42，表 43 に示す。 

表 42 ベント管ベローズの疲れ累積係数 

ベント管ベローズの疲れ累積係数 Uf：0.0488（小数点以下 5桁目を切り上げ） 

表 43 機械ペネトレーション（配管貫通部 ベローズ式）の疲れ累積係数 

主蒸気系配管貫通部の疲れ累積係数 Uf：0.1584（小数点以下 5 桁目を切り上げ） 

給水系配管貫通部の疲れ累積係数 Uf：0.1159（小数点以下 5 桁目を切り上げ） 
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評価手法を含めた疲労評価結果について 

評価手法を含めた疲労評価結果を表 1に示す。 

表 1 評価手法を含めた疲労評価結果 

評価対象機器・部位 
運転実績回数に基づく疲れ累積係数 

（運転開始後 60 年時点） 

機種・機器名 部位 
設計・建設規格の疲労

線図による評価 

環境疲労評価手法によ

る評価(環境を考慮) 
評価手法 

容
器

原子炉 

圧力容器 

主ﾌﾗﾝｼﾞ 0.008 ―※1 ―

ｽﾀｯﾄﾞﾎﾞﾙﾄ 0.383 ―※1 ―

給水ﾉｽﾞﾙ 0.094 0.411 詳細評価手法 

下鏡 0.007 0.332 係数倍法 

下鏡（支持ｽｶｰﾄとの

接合部） 
0.231 ―※1 ―

支持ｽｶｰﾄ 0.005 ―※1 ― 

原子炉再循環ﾎﾟﾝﾌﾟ 
ｹｰｼﾝｸﾞと配管の溶接

部 
0.004 0.005 係数倍法 

配
管

ｽﾃﾝﾚｽ鋼配管 原子炉再循環系配管 0.004 0.067 係数倍法 

炭素鋼配管 
主蒸気系配管 0.014 ―※1 ―

給水系配管 0.031 0.146 係数倍法 

弁 

原子炉再循環ﾎﾟﾝﾌﾟ出口弁（弁箱） 0.002 0.037 係数倍法

残留熱除去ﾎﾟﾝﾌﾟ炉水戻り弁（弁箱） 0.005 0.030 係数倍法

原子炉給水内側隔離逆止弁（弁箱） 0.032 0.279 係数倍法

主蒸気隔離弁（弁箱） 0.013 ―※1 係数倍法

容
器

原子炉 

格納容器 
ﾍﾞﾝﾄ管ﾍﾞﾛｰｽﾞ 0.049 ―※1 ―

機械 

ﾍﾟﾈﾄﾚｰｼｮﾝ

主蒸気系配管貫通部 0.159 ―※1 ―

給水系配管貫通部 0.116 ―※1 ―

炉内構造物 
炉心ｼｭﾗｳﾄﾞ 0.013 0.318 係数倍法 

ｼｭﾗｳﾄﾞｻﾎﾟｰﾄ 0.009 0.024 係数倍法 

※1：非接液部
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有限要素法解析における応力分類について 

１．応力分類の方法 

 評価断面において，FEM 解析値を JSME GNR-2130 の考え方に基づき，膜応力，曲げ応力，ピーク応力

に分類する。 

図１に原子炉圧力容器の給水ノズルの 2次元軸対称解析の例を示す。 

２．評価断面の設定方法 

 発生応力が大きいと考えられる構造不連続部（形状及び材料の不連続部）に評価候補断面を設定

し，全時刻の温度分布を解析することで，最も温度差が大きい時点を特定する。温度差による熱応力

を含め，評価候補断面の中で最大となるピーク応力強さの範囲を特定し，そのピーク応力強さの最大

範囲を含む断面を，評価断面としている。 

３．ピーク応力強さの設定方法 

 ピーク応力強さは，各過渡事象の過渡条件に基づき，内圧や外荷重等を考慮して応力履歴を算出

し，全過渡における応力強さのサイクルを求め，その極大値と極小値の差より繰返しピーク応力強さ

を求めている。 

４．2次元解析モデルにおけるメッシュの管理方法 

 当社では，原子炉施設の許認可申請等に係る解析業務を行う際に，解析業務における品質管理を確

実に行うための調達管理のルールを定めている。具体的には，調達先に対して「原子力施設における

許認可申請等に係る解析業務の品質向上ガイドライン」（一般社団法人 原子力安全推進協会）に従っ

た品質管理の実施を要求し，当社も同ガイドラインに従って，調達先が定めた解析業務計画に従って

実施しているプロセスの確認をしている。 

 そのプロセスの中には「入力根拠の明確化」，「解析結果の審査，検証」が定められており，「入力根

拠の明確化」では解析モデル作成に関するパラメータ（解析の種類，時間刻み，境界条件等）の根拠

が明示されることになる。「解析結果の審査，検証」では入力データの確認の他に他の類似解析結果等

との比較検証を行うことが含まれている。これらの活動が，解析実施者だけでなく審査者を含む組織

として適切に実施していることを，当社は審査で確認している。 

 従って当社は，解析業務の調達先が，解析業務の FEM モデル作成について，明確な根拠をもとに作

成され，その結果は過去の類似解析結果等と比較して妥当な結果となっていることを確認している。 

 例えば，ある調達先においては FEM モデルを作成するにあたって，構造不連続部のピーク応力が適

切に計算されるように，適切なメッシュ分割になっていること，適切な評価断面を想定した分割に

なっていること等を「入力根拠の明確化」，「解析結果の検証」の段階で確認し，モデルの妥当性を確

認している。そのようなチェックポイントは調達先内部のチェックシートを用いて組織的に確認して

いる。 

なお，具体的な解析モデル作成の知見は調達先のノウハウであり明示することは困難であるが，技
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術文献記載の知見や過去からの解析結果のフィードバックをもとにして，調達先社内標準，参照マ

ニュアルが整備され，それらと整合性を確認して解析者が FEM モデルを作成し，審査，承認を経て解

析が実施される仕組みとなっている。 

図 1 原子炉圧力容器の給水ノズルの 2 次元軸対称解析の応力分類概略図

σ1 

σ2 

σ3 

σ4 

σ5 

・
・
・

σt1 ：周方向応力

σr1 ：板厚方向応力

σ1 ：軸方向応力

σt2 ：周方向応力

σr2 ：板厚方向応力

σ2 ：軸方向応力

σt5 ：周方向応力

σr5 ：板厚方向応力

σ5 ：軸方向応力

FEM 解析値 軸方向応力の抽出例 
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